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［2］　共同利用研究
　当センターは地球環境に関するリモートセンシング技術の基礎と応用研究を中心に、平成７年(1995）
に全国共同利用研究施設として発足以来、広く全国の研究者と共同研究を推進しています。リモートセン
シング研究あるいは衛星データを用いた環境研究の発展を目指して、先端的リモートセンシングプログラ
ム、情報統合プログラム、衛星利用高度化プログラムに応じた３プログラム制と研究集会に関する44件
（利用研究機関数52）の共同利用研究が実施され、その成果は2013年２月22日のCEReS環境リモートセ
ンシングシンポジウムで報告されました。
2.1.　共同利用研究概要
??新規
／
継続
研　究　課　題 申請者氏名 所　　属 対応教員 予算(千円)
１ 継続
合成開口レーダー・散乱計及びメソ気象
モデルを用いた洋上風力資源評価方法の
開発－洋上風力資源量の精度評価－
香西　克俊 神戸大学海事科学研究科 久世　宏明 0
２ 継続 合成開口レーダ搭載マイクロ衛星用FPGAの開発 難波　一輝
千葉大学大学院融合科学
研究科 ヨサファット 182.6
３ 継続 白色光レーザーを用いた温室効果ガスの計測法の開発 染川　智弘 レーザー技術総合研究所 久世　宏明 170.6
４ 継続 無人機搭載小型Kaバンドアンテナの研究 金子　秀彦
有人宇宙システム㈱宇宙
航空事業開発センター ヨサファット 266.6
５ 継続 桜島（鹿児島）の火山活動におけるInSAR画像の解析 湯地　敏史 宮崎大学教育文化学部 ヨサファット 429.1
６ 新規
人工衛星で観測した夜間光をパラメータ
としたエネルギー消費の推定に関する研
究～東日本大震災時の停電下における
DMSP/OLS-VISセンサの感度評価～
原　　政直 ㈱ビジョンテック ヨサファット 361.6
７ 継続 衛星画像と地上反射率から導出したエアロゾル光学特性の精度向上 朝隈　康司 東京農業大学生物産業学部 久世　宏明 85
８ 新規
ハイパースペクトルイメージングカメラ
のリモートセンシングへの応用に関する
研究
高良　洋平 エバ・ジャパン株式会社 久世　宏明 100
９ 新規 気候モデル数値実験結果による衛星プロダクト導出アルゴリズムの検証 馬淵　和雄 気象庁気象研究所 本多　嘉明 217.7
10 継続 新型UAV（無人ヘリコプター）を用いたBRDF観測システムの構築 松山　　洋
首都大学東京　都市環境
科学研究科
本多嘉明・
梶原康司 114.8
11 継続 衛星リモートセンシングによる植生フェノロジーの検出の高精度化 永井　　信
海洋研究開発機構地球環
境変動領域 本多　嘉明 42
12 新規
衛星利用型光合成モデルによるCDMプロ
ジェクト支援システムの開発　－植生ベー
スの排出権情勢とバイオフューエル－
金子大二郎 ㈱遥感環境モニター ヨサファット 94
13 新規
静止衛星・国際宇宙ステーション搭載紫
外可視センサによる対流圏二酸化窒素の
日内変動導出の検討
野口　克行 奈良女子大学研究院自然科学系 入江　仁士 203.6
14 継続 CP-SAR搭載赤外カメラの開発研究 大前　宏和 ㈱センテンシア ヨサファット 203
15 継続 ALOS PALSARによる南極のInSARマッピング：電離層の影響の補正 木村　　宏
岐阜大学工学部電気電子
工学科 ヨサファット 121.1
16 継続 GEP Methodを用いた温帯林におけるメタン発生量の推定 朴　　壽永 東京情報大学
久世宏明・
齋藤尚子 109.1
17 新規 植物葉の蛍光スペクトル計測システムの開発と大気汚染ガスによるストレス研究 増田　健二 静岡大学 久世　宏明 146.6
18 継続 可搬性ライダーによる水平面大気観測 椎名　達雄 千葉大学大学院融合科学研究科 久世　宏明 60
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??新規
／
継続
研　究　課　題 申請者氏名 所　　属 対応教員 予算(千円)
19 継続 マイクロ波による海氷物理量計測に関する研究 若林　裕之 日本大学工学部 ヨサファット 200.6
20 継続 火山噴煙の映像観測と衛生画像解析およびデータベース構築 木下　紀正
鹿児島大学教育学部教育
実践総合センター 久世　宏明 243.6
21 継続 植生機能タイプの分類方法と被覆度レベル分け方法の開発 村松加奈子 奈良女子大学
本多嘉明・
梶原康司 266.6
22 継続 林床からの樹冠構造計測法の開発 柴田　英昭 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター
本多嘉明・
梶原康司 356.6
23 新規 アジアモンスーン域及び海洋大陸周辺での雲活動の季節進行 高橋　　洋
首都大学東京都市環境科
学研究科 樋口　篤志 90
24 新規 各種のリモートセンシングデータを活用した都市モデル構築と災害把握 山崎　文雄 千葉大学大学院工学研究科 建石隆太郎 176.6
25 新規 合成開口レーダを用いた液状化による地盤沈下の検知と定量化に関する研究 田村　正行 京都大学大学院工学研究科 建石隆太郎 126.6
26 継続 多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究 青梨　和正
気象庁気象研究所台風研
究部第一研究室 高村　民雄 0
27 継続 地表面放射収支解明のための大気放射量と地表面温度の推定 菅原　広史 防衛大学校 高村　民雄 96
28 新規 SKYNETデータを利用した雲・エアロゾルの光学的特性 青木　一真
富山大学大学院理工学研
究部
高村　民雄
入江　仁士 140.3
29 継続 レーザーリモートセンシングによる木質バイオマス計測 加藤　　顕 千葉大学園芸学研究科
建石隆太郎
ヨサファット 121.6
30 新規 MODISデータを用いたスリランカにおける象の保護支援に関する研究
PERERA 
Liyanage 
Kithsiri
Faculty of Engineering and 
Surveying, University of 
Southern Queensland
建石隆太郎 137.6
31 継続 SKY NETデータを用いた大気特性量の検証 久慈　　誠 奈良女子大学理学部 高村　民雄 162
32 継続
ミリ雲波レーダと衛星および地上観測に
よる雲物理量解析と広域および局所雲水
量評価
鷹野　敏明 千葉大学大学院工学研究科 高村　民雄 100
33 継続 静止衛星からのUV-Vis-IR観測による対流圏オゾンリトリーバル手法の研究 北　　和之 茨城大学理学部
齋藤尚子・
入江仁士 134.6
34 継続 甲府盆地の小地域気象情報の無線伝送による集約・提供システムの構築 尾藤　章雄
山梨大学大学院教育学研
究科 近藤　昭彦 272.6
35 新規 インドネシア地域における衛星データを使用した降雨量と海洋の熱交換の関係 大澤　高浩
ウダヤナ大学海洋リモート
センシング研究センター 本郷　千春 80
36 継続 異なる衛星データを用いた景観解析のスケール効果に関する研究 原　慶太郎 東京情報大学 近藤　昭彦 100
37 新規 東日本大震災後の南相馬市における休耕地の実態把握 原田　一平 東京情報大学 近藤　昭彦 172.6
38 継続 デジタルカメラを利用した土壌炭素貯留量の評価法の開発 丹羽　勝久
㈱ズコーシャ総合科学研
究所 本郷　千春 249.2
39 継続 チタルム流域における水稲の収量予測 牧　　雅康 京都大学地球環境学堂 本郷　千春 170.6
40 継続 チタルム流域における農業用水渇水リスクの評価 吉田　貢士 茨城大学農学部 本郷　千春 110.6
41 継続 衛星リモートセンシングデータを用いた自然災害（Geohazard）の監視と予測 服部　克巳 千葉大学大学院理学研究科
ヨサファット・
近藤　昭彦 320.6
42 継続 衛星データを用いた東北の災害復旧モニタリング 朴　　鍾杰 東京情報大学 近藤　昭彦 217.1
43 継続 半乾燥地におけるリモートセンシングデータを用いた劣化草地の抽出 関山　絢子 東京大学生産技術研究所 近藤　昭彦 100
44 新規 次世代衛星検討研究会 樋口　篤志 千葉大学環境リモートセンシング研究センター
樋口・本多・
本郷・入江 446.6
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2.2.　共同利用プログラム研究の詳細
2.2.1.　第１プログラム共同利用研究の詳細
課題番号 P2012-1
研究課題
合成開口レーダー・散乱計及びメソ気象モデルを用いた洋上風力資源評価方法
の開発－洋上風力資源量の精度評価－
研究者（所属） 香西克俊（神戸大学海事科学研究科）
担当教員 久世宏明
（Title）Development of evaluation method for offshore wind energy resource using synthetic aperture 
radar, scatterometer and mesoscale meteorological model
（Abstract）
Microwave radiometer such as SSM/I, AMSR, AMSR-E has long been used for retrieving 
oceanographic and atmospheric parameters. However these parameters are not necessarily utilized 
for offshore wind energy resource evaluation. The purpose of study is to investigate how atmospheric 
stability influences offshore wind energy resource by using sea surface temperature product from 
AMSR-E and to develop an evaluation method for offshore wind energy resource by using AMSR-
E-derived wind speeds. Match-up data was developed for validation between JKEO buoy wind 
speeds and sea surface temperature and synchronized AMSR-E derived wind speeds and sea surface 
temperature. NGSST dataset which is developed by Tohoku University is also used for comparing 
with AMSR-E derived sea surface temperature. Results of validation of AMSR-E SST and NGSST 
against JKEO buoy SST indicate that AMSR-E SST shows relatively lower bias and RMSE than 
NGSST. Results of validation of AMSR-E wind speeds with and without consideration of atmospheric 
stability indicate that AMSR-E wind speeds with consideration of atmospheric stability（AMSR-E 
SST and NGSST）shows lower bias and RMSE than those without consideration of atmospheric 
stability. Weibull energy density with consideration of atmospheric stability using AMSR-E SST and 
NGSST is close to the one derived from JKEO buoy.
（概要）
マイクロ波放射計はSSM/IやAMSR, AMSR-Eなど10年以上にわたり様々な海洋気象パラメータの抽出
とその変動に用いられているが、洋上風力資源評価を目的とした研究はほとんど見られない。本研究はマ
イクロ波放射計からの海面水温プロダクトを用いることにより大気安定度の洋上風力資源量に及ぼす影響
を調べるとともに、AMSR-E風速を用いた洋上風力資源評価方法を開発することを目的とする。2003年
から2008年までのマイクロ波放射計AMSR-Eと同期したJKEOブイ風速と海面水温のマッチアップデー
タセットを作成し、洋上風速と海面水温の精度検証を行った。また海面水温データの比較のため東北大学
が開発したNGSSTデータセットも使用した。本研究の結果は以下のとおりである。１．JKEOブイ海面
水温に対するAMSR-E海面水温とNGSSTの検証結果はAMSR-E海面水温がNGSSTに比較して低いバイア
スとRMSEを示した。２．大気安定度を考慮した場合と考慮しない場合のAMSR-E風速の検証結果は考慮
した場合が考慮しない場合に比較して低いバイアスとRMSEを示した。３．AMSR-E海面水温とNGSST
を用いて大気安定度を考慮したWeibullエネルギー密度はJKEOブイから求められたWeibull エネルギー
密度に近い。
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課題番号 P2012-1
研究課題 合成開口レーダ搭載マイクロ衛星用 FPGA の開発
研究者（所属） 難波一輝（千葉大学）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）Development of FPGA for Microsatellite onboard Synthetic Aperture Radar
（Abstract）
Signal processing for unmanned aerial vehicle（UAV）with circularly-polarized synthetic aper-
ture radar（CP-SAR）uses high-speed FFT computation for large amounts of data. So, it is strongly 
required that signal processing system for CP-SAR is constructed on ﬁeld programmable gate arrays
（FPGAs）providing high-speed parallel processing and not traditional digital signal processers（DSPs）. 
In the past years, we designed a system, in which data FPGAs calculated are transferred to and 
stored in on-board SSD drive through a compact PC. In this year, based on the design, we mounted 
the designed system on an FPGA board. In addition, we processed an en example image with the 
system; we ensured that the system is capable of process CP-SAR image with required high accuracy.
（概要）
円偏波合成開口レーダ（CP-SAR）搭載無人航空機において行われるSynthetic Aperture Rader（SAR）
信号処理においては大量のデータに対し、高速にFFT等の演算を行うことが求められている。そのため 
SAR信号処理システム構成環境として、従来のDigital Signal Processer（DSP）から並列度の高いField 
Programmable Gate Array（FPGA）への移行が強く求められている。昨年度までの研究では、航空機上
で処理したデータをFPGAから機内に搭載した小型PCを経由しSSDに転送、記憶するシステムを設計し
た。本年度の研究では、設計したシステムを実機上に構成した。また、実験用画像を用いた画像処理実験
を行い、十分な精度を有する画像処理を行えていることを視覚的に確認した。
課題番号 P2012-1
研究課題 白色光レーザーを用いた温室効果ガスの計測法の開発
研究者（所属） 染川智弘（公益財団法人　レーザー技術総合研究所）
担当教員 久世宏明
（Title）Development of greenhouse gas measurement using the white light laser system
（Abstract）
We applied a broadband white light laser to a differential absorption lidar（DIAL）technique 
for detecting a variety of greenhouse gases. We performed the white light DIAL measurements and 
proposed a method for retrieving H2O profiles including wavelength differences of the extinction 
coefﬁcient α and backscatter coefﬁcient β. These results show that H2O retrieval needs to evaluate 
also the temporal variation of aerosols.
（概要）
温室効果ガスによる地球温暖化の進行は、地球規模での影響の大きさや深刻さからみて重要な環境問題
のひとつである。こうした温室効果ガスの位置情報を得る手法として差分吸収ライダ （ーDIAL）がある。
DIALでは、測定対象の吸収のある（On）波長、ない（Oﬀ）波長の２波長のレーザー光を使用し、その差
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分を取ることで対象の位置情報を得るため、測定対象の吸収特性にあったレーザーを選定・開発する必要
があるが、広帯域な白色光レーザーを用いれば任意の波長での観測が可能となる。そこで、高強度フェム
ト秒レーザーを利用して生成する広帯域な白色光レーザーのDIALへの応用可能性を検討した。
白色光強度の大きな近赤外に吸収を持つ水蒸気（On: 725, 730, Oﬀ: 750）、酸素（On: 760, Oﬀ: 780）
を測定対象とし、それぞれの波長帯域の干渉フィルターを１分間隔で交換して高度分布情報を得るシステ
ムを構築し、観測を実施した。DIAL法では一般的にOn、Oﬀ波長は近傍を選ぶために、減衰係数α、後方
散乱係数βは一定であると近似して対象の濃度を求める。図１の左図がゾンデ観測で得られた水蒸気の高
度情報を持つ大気に対して、On: 725、Oﬀ: 750 nmのフィルターで観測した際に得られる水蒸気の高度情
報の計算結果である。従来のα、βを近似した補正なしのデータ（黒点線）ではゾンデの観測結果（青線）
と一致しないが、α、βの補正を加えることでゾンデの観測結果と一致することがわかる（赤線）。この
補正アルゴリズムを観測データに適用したのが図１右図である。ゾンデの水蒸気の観測結果を再現できて
いないことがわかる。これはOn、Oﬀ波長の測定を１分間隔で行っているために、１分ごとのエアロゾル
の変動が水蒸気リトリーバルに影響を与えているのではないかと考えられる。今後はエアロゾル変動の補
正手法や、On、Oﬀ波長の同時取得に向けたシステムの改良を進めていきたい。
課題番号 P2012-1
研究課題 無人機搭載小型　Ka バンドアンテナの研究
研究者（所属） 金子秀彦（有人宇宙システム株式会社）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）Research for a Ka band small antenna onboard UAV
（Abstract）
In order to investigate the possibility of carbon microcoil（CMC）as a Ka band antenna material 
for UAV, electrical properties of CMC/silicone rubber composites were evaluated.  The weight ratio of 
CMC in the composites was 1%, 5% and 9% respectively.  Dielectric constant of each composite was 
measured in the frequency from 200MHz to 20GHz.
From our experiments, the composites have dielectric properties in the frequency from 200MHz to 
20GHz. This result means that when we apply CMC for a Ka band antenna material, we will have 
図１．（左）補正による水蒸気リトリーバルの効果、（右）白色光
DIAL実験データでの補正アルゴリズムを用いた水蒸気リト
リーバル結果
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to discuss the appropriate weight ratio of CMC and base materials other than silicon rubber for the 
composite.
（概要）
　本研究では、無人機搭載のKaバンド用アンテナの材料として、接触、接近センサーとして利用されて
いるカーボンマイクロコイル（CMC）を取り上げ、その電気的な特性を評価し、アンテナへの利用に関
する検討を行った。
　電気的特性の評価においては、CMCを含んだシリコーンゴムシートに関して、CMCの重量含有率をパ
ラメータ （ー１、５、９％）として、200MHzから20GHzの周波数範囲で誘電率を測定した。
　図１にCMCの含有率が１％のシリコーンゴムシートの複素誘電率の測定結果を示す。黒で実数部ε’、
赤で虚数部ε”を示す。
図２にCMCの含有率をパラメーターとしたε’の周波数依存性を示す。CMCの含有率が１％の場合、ε’
は４GHz付近から高周波側で若干減少するものの、全周波数範囲で３から４の値を示す。ベースとなっ
ているシリコーンゴムのε’が３～ 3.5程度であることから、CMCの含有率が１％の場合、ε’はベースと
なっているシリコーンゴムシートのε’にほぼ一致する。CMCの含有率増加に伴いε’も増大していること
から、測定した周波数領域では、CMCの増大に伴いCMCを含んだシリコーンゴムシートは誘電体として
図１　ε’、ε”の周波数依存性（CMC含有率１％）
図２　CMCの含有率をパラメーターとしたε’の周波数依存性
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の性質が増している。
図３にCMCの含有率をパラメーターとした、ε”とε’の比（tanδ）の周波数依存性を示す。材質の
導電性が増大した場合、tanδは急激に増大するが、図３に示すように、測定した周波数範囲でtanδは
CMCの含有率が９％の時に最大で約0.3であり、測定範囲では極端な変化は観測されなかった。
以上より、CMCの含有率が１～９％までのシリコーンゴムシートは、200MHz ～ 20GHzの周波数範囲で、
誘電体としての性質が支配的である。
今後、CMCをKaバンド用のアンテナ材料として適用するためには、CMCの含有率やシート材料の最適
化に関する検討が必要である。
課題番号 P2012-1
研究課題 桜島（鹿児島）の火山活動における InSAR 画像の解析
研究者（所属） 湯地敏史（宮崎大学　教育文化学部）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）Analysis of InSAR Image of Volcanic Activity in Sakura Island　(Kagoshima)
（Abstract）
The long-term consecutive differential interferometric synthetic aperture radar（SAR）technique 
is used to measure the volume change during land deformation. This technique was used to 
investigate the subsidence of Sakurajima island, Kagoshima Prefecture, by assessing the data from 
two Japanese L-band spaceborne SARs（Japanese Earth Resources Satellite 1 SAR and Advanced 
Land Observation Satellite Phased Array type L-band Synthetic Aperture Radar）during the 
periods of 2007-2009. In Southern Kyushu is an area with frequent volcanic action. Especially, Mt. 
Sakurajima explodes more than 100 times yearly. The land form of Japan has been varied largely due 
to a great number of volcanic actions in the past. Since the large explosion of the Mt. Sakurajima in 
1914, there has been no violent explosion.  However, volcanic activity is increasing recently at Mt. 
Shinmoedake, which is one of the Kirishima volcanic zones. The purpose of this research is to observe 
the change of the landscape at the volcanic activity area using satellite photographs and predict the 
further volcanic action of Mt. Sakurajima and to study the extent of the volcanic action in the future.
図３　tanδの周波数依存性
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（概要）
本研究は、現在火山活動が活発化している南九州の大型火山である鹿児島県の桜島において、長期の火
山活動により、桜島周辺の鹿児島県の地形及び火山活動状況についてInSARデータを用いて、コンピュー
タにより画像解析することで、過去と現在の環境や火山活動変化を調査することを主な目的としている。
2007年～ 2009年のSatellite １ SARにより撮影した画像を解析して、火山活動の活発な桜島周辺の地形
変動を解析することに試みた。ここ最近では、桜島の噴火活動が増加している。今後はこれらの研究成果
から、画像解析技術を向上させて火山活動の将来の活動予測の１つの指標を見出すことを主な成果として
本研究を進めるに当たり自負している。
課題番号 P2012-1
研究課題
DMSP/OLS で観測された夜間光をパラメータとするエネルギー消費の推定に関す
る研究～東日本大震災時の停電下における DMSP/OLS-VIS センサの感度評価～
研究者（所属） 原　政直（（株）ビジョンテック）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）Study on presumption of the energy consumption by using the artificial nighttime light 
extracted from DMSP/OLS observation data. ～ Evaluation of the sensitivity of the DMSP/
OLS-VIS sensor by means of artiﬁcial nighttime light ～
（Abstract）
The DMSP/OLS-Vis data were often used after removing the cloud inﬂuence by the method such 
as the 10-day maximum value time composite to a yearly based time series dataset so far. However, 
the authors showed that there is a high correlation between the power generation and a single image 
of DMSP/OLS-Vis that were observed at occurring a large-scale power outage caused by the Mega-
Earthquake at Northeast Japan in March 2011. If the sensitivity of a single image is obtained with 
the certain accuracy, it will be able to estimate the carbon dioxide emissions emitted from auto-
mobiles, and improve the accuracy of estimation of the carbon dioxide emissions by the yearly based 
power consumption so far. Therefore, the single image data of DMSP/OLS-Vis were observed before 
and after the occurrence of the Mega-earthquake, and were evaluated the sensitivity by using the 
power generation data in the administrative area of Tohoku Electric Power those were the closest 
time.
（概要）
１．背景と目的
米国のDMSP（Defense Meteorological Satellite Program）のOLS（Optical Line Scanning）の可視セ
ンサ（以下DMSP/OLS-Visという）による夜間光の観測データは、電力消費量の推定やその推定値を利用
した二酸化炭素排出量の推定などの研究にも用いられている。その推定に用いるDMSP/OLS-Visデータ
は、被雲の影響を除去するために時間合成法などの方法によって被雲の影響を除去した年単位の雲なし
データが利用されることが多い。筆者らは2011年３月に発生した東日本大震災時の大規模停電が発生し
た際のDMSP/OLS-Visの単一画像と発電電力量の間に高い相関があることを示した 。この感度特性が一
定の精度で得られれば、これまで行ってきた年単位の電力消費や電力消費起源の二酸化炭素排出量の推定
の精度向上や車から排出される二酸化炭素排出量の推定等への利用が期待できる。
そこで、この震災を挟んでDMSP/OLS-Visの単一観測データとその観測時間に最も近似する時間の東北
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電力管内（配電区分内）の発電電力量を用いてその感度特性を調べることを目的とした。
２．使用データ
本研究で使用した発電電力量のデータは、東北電力管内における2010年１月１日の0:00amから2012
年12月31日23:00pmまでの時別の電力使用量実績データを東北電力のホームページからダウンロードし
て使用した（http://setsuden.tohoku-epco.co.jp/download.html）。
また、DMSP/OLS-Visデータは米国NGDC（NOAAの National Geophysical Data Center）により、幾何
補正済の分解能1km/pixel/6bitで配信されたデータのうち震災前の2010年１月１日から震災翌年に2012
年12月31日までの３年間に観測された1,095シーンから、被雲の影響や海面反射光の少ないデータを目視
で選択し、表１に示す年月日に観測された３年分23シーンを使用した。なお、対象域とした東北電力管
内は、その配電区分図によって範囲を確定した。
図１．電力会社の配電区分図
表１．使用した衛星データと観測日
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３．解析方法
収集されたDMSP/OLS-Visデータに海マスク処理をし、東方電力管内を配電区分で切り出し（図２に
2011.３.13に観測された画像を示す）、解析を行った。解析は、光力（輝度値）と発電電力量との感度特
性について、DMSP/OLS-Visデータにバックグランド処理を実施したものと、しないものとのの比較、また、
DMSP/OLS-VisのDN値の空間分布の状態の影響を見るためにDN値の積算値と平均値による比較などの評
価を行った。また、シーン単位で利用可能な衛星データが極めて少なかった（被雲や海面反射など）こと
により、震災年、ならびに、震災前後の同時期に観測されたデータを用いて、その直線性の評価を行った。
図２．DMSP観測画像
４．解析結果と評価
東北電力によると、平成23年３月11日に発生した東北地方を中心にした東日本大地震の影響を受けた
女川原子力発電所（宮城県女川町）では、運転中だった１号機から３号機まですべて原子力発電設備が自
動停止し、また、東通原子力発電所は定期的な点検に入っていたため運転されておらず、以来、そのほ
とんどが火力発電により賄われている。図３で示す東北電力管内の発電実績を見ると、平成23年３月11
日に原子力発電が停止し、それ以外の発電電力量も大きく低下していることが分かる。そこで、DMSPの
F18、F19、F20の観測時間帯が大凡、19時から20時であることから、この時間帯の発電電力量を抽出し、
DMSP/OLS-Visの輝度値との関係を調べた。
平成22年１月１日から平成24年12月31日までの毎19時の時系列発電電力量のグラフにDMSP/OLS-Vis
画像から得られた東北電力管内の輝度値の積算DN値をプロットしたものが図４で、また、DMSP/OLS-
Visのバックグランドノイズを除去するために閾値（DN=50）をセットし、レベルスライスを行った後、
積算輝度値を有輝度画素数で除することによって平均輝度値とし、その結果を前述の毎19時の発電電力
量のグラフにプロットしたものが図５である。
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図３．東北電力管内発電電力量の推移（赤線は原子力発電所の発電量）
図４．発電電力量実績に対するDMSP/OLS-Visの感度評価
図５．発電電力量実績とDMSP/OLS-VisのDN値（ポイント）との関係
それぞれ積算DN値も平均DN値もトレンドとしては発電電力量の変化を反映している。さらに詳細な
回帰分析を行ったものが図６である。図の①～③は震災年をまたぐ３年間について、また、④～⑥は震災
年だけについて、閾値処理なし平均DN値（①、④）、閾値処理後の平均DN値（②、⑤）と、閾値処理無
しの積算DN値（③、⑥）とそれぞれ対応する日時の電力発電量との回帰分析を行った。３年通期の①～
③の結果では、決定係数がそれぞれ0.8308、0.8677、0.8885と高い相関を示している。しかし、回帰直
線から見ると閾値処理をすることにより、低輝度値がカットされダイナミックレンジが狭く高い方に引っ
張られる傾向となる（②）。また、積算DN値によるものは空間的なパラメータが欠如するためダイナミッ
クレンジは広がるが空間的外乱ノイズの影響を受けやすいことが考えられる。ここでは閾値処理を行わな
い平均DN 値が比較的良い特性を示している。
一方、震災年についての結果を見ると、それぞれの決定係数は0.4484、0.5488、0.9321となった。被
雲により使える衛星データが極端に少なく、統計的な判断は極めて難しいが、停電によって低輝度となる
ことから、バックグランドノイズの影響を受けやすくなり、従って、このS/N比が低下したことが決定係
数を低くさせた原因と考えられる。
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図６．発電電力量実績とDMSP/OLS-VisのDN値）直線性の評価
５．まとめ
本研究では、観測データに被雲のないデータを選択した単一画像を使用し、観測時の瞬時値に近い発電
電力量データと比較することにより高い相関性があることが示された。しかし、低輝度におけるS/N比の
低下は、閾値設定によるレベルスライスなどの単純な方法によるバックグランドの除去法では、ダイナ
ミックレンジを狭め感度低下を来す。これは高光力域におけるハレーションの問題と同様に解決すべき要
件となる。停電時や小規模な林野火災なの防災面での利用を考えると、特に、この低輝度域の感度も重要
であり、この情報をどう抽出するかは今後の課題である。
参考文献
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Remote Sens., vol. 31, pp. 4443 4458, 2010
*ⅱ　原　政直、岡田周平、八木　浩、森山　隆、重原好次、杉森康宏、時系列衛星画像のノイズ除去ア
ルゴリズムの開発と評価、写真測量学会、Vol.42、No.５、pp. 48-59、2003
*ⅲ　胡斯勒図、原　政直、岡田周平、八木　浩、神武寛典、直木和弘、西尾文彦、DMSP/OLS夜間画像
における定常光の抽出、海洋理工学会、Vol.14、No.２、pp. 21-28、2008
*ⅳ　原　政直、岡田周平、市塚正彦、重原好次、森山　隆、杉森康宏、DMSP/OLS夜間可視画像を用い
たいか釣り漁業のモニタリング、海洋理工学会、Vol.９、No.２、pp. 99-108、2004
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課題番号 P2012-1
研究課題 衛星画像と地上反射率から導出したエアロゾル光学特性の精度向上
研究者（所属） 朝隈康司（東京農業大学生物産業学部）
担当教員 久世宏明
（Title）Improvement the precision of aerosol optical property derived from satellite imagery with 
ground albedo
（Abstract）
This study is veriﬁcation for retrieval algorithm of aerosol optical thickness（AOT）on the ground 
from only satellite imagery. The image as vertical distribution of albedo at the top of atmosphere 
ρTOA was simulated with ６S the radiative transfer code assuming the reference ground cover albedo 
ρREF with no aerosol and the AOT value τ. The reference albedo ρREF was calculate with finding 
the minimum value of albedo in MODIS images while three months as a season suppose that there 
were no absorbent aerosol in these images. The simulated image at the top of atmosphere seems to 
be similar to the raw MODIS images as the no atmospherically corrected image. The most similar 
image with the raw image at the top of atmosphere was simulated image obtained with the maritime 
aerosol model. It is necessary to make AOT image indicating the seasonal variation as a future works.
（概要）
１．はじめに
これまで、衛星データから放射収支の評価をおこなうことを目的に、衛星から得られる大気上端の反
射率（ρTOA）から、既知の地表面被覆（ASTER反射率ライブラリ）に分類して反射率（ρREF）を求め
た後、このρREFとρTOAからその間に存在する大気エアロゾルの光学的厚さ（AOT）を、放射伝達コード
6Sを用いて求めるアルゴリズムを検討してきた。このアルゴリズムは、１パスの画像のみから被覆分類
とAOTの双方を求められる利便性を考慮したものであった（平成23年度共同研究）。この分類はスペク
トル形状のマッチングにより行い反射率の絶対値を無視している。このため分類が正常に行われた場合
でもρREFとρTOAの差が大きくなる場合があり、この場合は、エアロゾルモデルを matitime, continental, 
urbamいずれの場合を仮定しても6Sにおける放射伝達計算の範囲を超えてしまうという問題点があった。
たとえば、MODISの場合、青のバンドであるチャンネル３の場合、ρREFとρTOAの差が0.15を超える場合
には、AOTを雲の範囲に入る1.0より大きな値を仮定することとなり現実とかけ離れた値となってしまっ
た。本研究では現実的なρREFの範囲を見出すため、地上計測されたASTER反射率ライブラリではなく、
MODIS 画像を用いて地表面アルベドの取り得る範囲を見積もり、その範囲内でρTOAを再現できるかをシ
ミュレートした。
２．利用データ
地上被覆の確認しやすさを考慮して、東京農業大学オホーツクキャンパスの立地する北海道網走市周
辺の2009年から2012年のMODISデータを利用した。また、このMODISデータには、放射伝達コード6S
を用いて大気分子の吸収とレイリー補正を施した。この地域は、冬季に積雪や結氷があり高アルベドとな
るため３月から11月を対象とした。
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図１．2009年～ 2012年の各チャンネルのアルベドの平均値　a）可視チャンネル、b）赤外チャンネル
　 　 　
図２．2011年秋の最小地表面アルベドからシミュレートした大気上端のアルベド　a）2011年秋の最小地表面アルベ
ドRGB合成画像、b）continentalモデルと τ = 0.5 を仮定した場合の大気上端のシミュレート画像、c）同様に 
matitimeモデルの場合、d）同様にurbamモデルの場合
３．地表面アルベドの季節変化
地表面アルベドの見積もり方としては、吸収性エアロゾルが無いと仮定して、ある一定期間の最小アル
ベドを利用した。期間としては、季節による地表面の変化を考慮し、各年３月から５月を春、６月から８
月を夏、９月から11月を秋とした。図１に2009年～ 2012年の各チャンネルのアルベドの平均値の推移
を示す。図中a）に可視チャンネル（ch.３,４,１）、b）に赤外チャンネル（ch.２,６,７）を示した。可
視チャンネルは、2011年を除き春、夏、秋の順にアルベドが小さくなり、赤外チャンネルは、年による
相違があまりみられなかった。近赤外域（ch.２）は、夏、春、秋の順にアルベドが高く、短波長赤外域
の1.6μm（ch.６）は、春、夏、秋の順にアルベドが高く、2.1μm（ch.７）では、秋のみアルベドが高かっ
た。また、図から2009年~2012年の各チャンネルの最小アルベドが春から秋にかけて取り得る最大の値
は、ch.３で0.106、ch.４で0.116、ch.１で0.106、ch.２で0.380、ch.６で0.251、ch.７で0.231であった。
この最大値までのρREFの範囲で、ρREFとAOTからρTOAを導くテーブルを作成した。
４．シミュレート結果および考察
図２に３．節のテーブルを用いて地表面アルベドからシミュレートした大気上端のアルベドを示す。
図中のa）は、2011年秋の最小地表面アルベドを示す。b）からd）は、最小アルベドをρREF、AOTをτ
=0.5とした場合のcontinental, matitime, urbamそれぞれのモデルを示す。continental, matitimeモデルで
は、最小アルベド画像よりアルベドは高くなり、matitimeの方がより明るく白んで見え、大気補正を施
していないMODIS画像により近く見える。逆に、urbamモデルの場合は吸収性のエアロゾルを仮定して
いるため最小アルベド画像よりさらにアルベドが小さく見積もられる。今後この関係を用いて、AOT画
像を作成し、各年度のAOTの変動を求める。
a) c)b) d)
― 56 ―
課題番号 P2012-1
研究課題
ハイパースペクトルイメージングカメラのリモートセンシングへの応用に関す
る研究
研究者（所属） 高良洋平（エバ・ジャパン株式会社）
担当教員 久世宏明
（Title）Application of hyperspectral imaging. camera to remote sensing studies
（Abstract）
Recent advances in image sensor and information technologies have enabled the development of 
small hyperspectral imaging systems. EBA JAPAN（Tokyo, Japan）has developed a novel grating-
based, portable hyperspectral imaging camera NH-1 and NH-7 that can acquire a 2D spatial image
（640×480 and 1280×1,024 pixels, respectively）with a single exposure using an internal self-
scanning system. The imagers cover a wavelength range of 350-1,100 nm, with a spectral resolution 
of 5nm. Because of their small weight of 750g, the NH camera systems can easily be installed on 
a small UAV platform. We show the results from the analysis of data obtained by remote sensing 
applications including land vegetation and atmospheric monitoring from both ground- and airborne/
UAV-based observations.
（概要）
近年のセンサ技術および情報テクノロジーの進歩により小型ハイパースペクトルシステムの開発が可
能となってきている。エバ・ジャパン社（東京）は、独自の自走型内臓スキャンシステムを用いて、１
回の撮影で２次元空間のハイパースペクトル画像を取得できる、携帯型ハイパースペクトルカメラNH-1
（640×480pixel）、NH-7（1,280×1,024 pixel）を開発した。本機は５nm間隔で350-1,100nmの波長範
囲のスペクトル画像情報を取得することができ、また、750gの軽量性のため、小型UAVにも簡単に搭載
できる。このハイパースペクトルカメラを利用して、植生、大気環境を地上計測および空撮により観測し
た。図１にNH-7を使った空撮画像の例を示す。図１（a）はＲ、Ｇ、Ｂの３色の色を取り出して合成した
ものであり、図１（b）は図１（c）に挙げたスペクトルを端成分として線形判別分析（LDA）を行った結果
である。このように多くの波長情報を活用することにより詳細な分類が可能である。現地調査で得られた
結果と比較した結果、90 ％以上の精度で分類が正しいことが分かった。図２にハイパースペクトルカメ
ラを使って取得したオリオール（太陽周辺散乱光）画像の例を示す。この結果から、最小散乱角1.5度以下、
角度分解能0.1度以下の測定が可能であることが分かった。これを利用することでエアロゾル光学特性導
出の精度向上が期待される。
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図１．NH-7を使ってヘリコプターから撮影したハイパースペクトル画像（プッシュブルーム方式、幾何補正なし）：
　　　（a）RGB合成画像（b）土地被覆分類画像（c）各分類成分のスペクトル 
図２．NH-1を用いたオリオール観測結果（2012年10月16日 14:55JST）：（a）オリオール強度の空間分布 
　　　（b）オリオール強度の散乱角依存性
(a)
(a)
(b)
― 58 ―
課題番号 P2012-1
研究課題 気候モデル数値実験結果による衛星プロダクト導出アルゴリズムの検証
研究者（所属） 馬淵和雄（気象庁気象研究所）
担当教員 本多嘉明
（Title）Validation of satellite product estimation algorithm using climate model simulation data
（Abstract）
Mutual verification between satellite products and climate model products was performed for 
the practicable elements. Model successfully reproduces the seasonal and interannual changes of 
precipitation. Global distributions of the seasonal changes by the model almost agree with those by 
the satellite data regarding both the land surface temperature and the soil moisture. The interannual 
changes of land surface temperature by the model agree well with those by the MODIS data. As to 
the soil moisture, the regions exist where the interannual changes by the model disagree with those 
by the AMSR-E data especially in the warm season. Although disagreement for quantity exists, the 
seasonal and interannual changes of downward short-wave radiation almost agree. The seasonal and 
interannual changes of snow cover almost agree. However, the changes of snow depth by the model 
disagree with those by the AMSR-E especially for the seasonal changes. The values of elements 
calculated by the model are physically and bioecologically consistent each other in the model. 
Therefore, while the satellite data is the validation data for the model, the model results are useful 
as the relative information for the validation of the global scale or regional scale products of satellite 
data estimated separately by each algorithm.
（概要）
陸域諸要素に関する衛星観測データとの比較が可能な、2000年代の期間を対象として、衛星観測デー
タと全球気候モデル数値実験結果の相互検証解析を行った。モデルの降水量の再現性をＣＭＡＰ解析雨
量データと比較した結果、モデルはその季節変化・年々変動の特徴を再現できていることが分かった。
地表面温度と土壌水分量について、衛星データとの相互比較検証を行った。検証用衛星プロダクトは、
MODISによる全球地表面温度データ、およびAMSR-Eによる全球土壌水分データを用いた。その結果、
地表面温度については、全球的に季節変化および年々変動ともによく一致していた。一方、土壌水分につ
いては、全球土壌水分分布の季節変化は概ね一致していたが、特に暖候期の土壌水分の年々変動について、
モデルによる結果と比較し衛星データは変動量が少ない傾向にあることが分った。次にMODISによる下
向き短波放射量およびAMSR-Eによる積雪被覆・積雪深に関する相互比較検証を実施した。短波放射量に
ついては、定量的な差はあるものの、その季節変化および年々変動のパターンは相互に良く一致している
ことが分った。また、積雪面積の季節変化・年々反動は概ね一致していたが、積雪深の季節変化・年々変
動には不一致が見られた。積雪深については、土壌水分と同様に、今後衛星データプロダクト抽出アルゴ
リズム開発研究者との研究情報交換、およびより詳細な相互検証・討議が必要であると考えられる。これ
らの研究結果から、衛星データと気候モデル出力データの相互比較検証は、双方のプロダクトの精度向上
にとって非常に有効であることが確認できた。モデルで再現される各要素は、総合的な検証は必要である
ものの、物理的および生物生態学的に矛盾しない相互作用関係を構築している。よって、衛星プロダクト
がモデル検証用情報となる一方で、モデルによる再現結果についても、衛星による間接観測データから個
別にそれぞれのアルゴリズムにより抽出される各要素データの相互検証のための、相対的基準情報と成り
得ると考えられる。
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課題番号 P2012-1
研究課題 新型 UAV（無人ヘリコプター）を用いた　BRDF 観測システムの構築
研究者（所属） 松山　洋（首都大学東京 都市環境科学研究科）
担当教員 本多　嘉明・梶原　康司
（Title）Conﬁguration of BRDF observation system using newly-developed unmanned aerial vehicle (UAV)
（Abstract）
In order to construct observation system of BRDF using newly-developed, compact and light 
unmanned aerial vehicle（ISTS Co., Ltd）, we obtained visible and near-infrared images taken by 
ADC3 multi-spectral camera（Vision Tech Inc.）in this year. We conducted ﬁeld survey at the plots of 
Cryptomeria japonica at Takamori-town, Kumamoto prefecture from 3rd to 8th, September in 2012.
　The size of ADC3 is 122 mm×78 mm×45 mm which equips CMOS sensor. ADC3 can take picture 
at 530-610 nm, 630-690 nm, and 780-900 nm, respectively, with the size of 3.2 mega pixels（2,048×
1,536）. UAV can ﬂy up to about 250 m height. When we observe surface conditions from 100 m height 
with ADC3, we can get images with the spatial resolution of 1-5cm.
When we calculated NDVI with the data of ADC3, and compared it with those calculated by satellite 
images in 2010 and 2011, the former was significantly larger than the latters. As a cause of this 
result, it is considered that the way to set diaphragm of ADC3 was still uncertain, which affected the 
calculated NDVI.
（概要）
小型・軽量の新型UAV（株式会社情報科学テクノシステム製　無人ヘリコプター）を用いたBRDF観
測システムを構築すべく、今年度は近赤外カメラ（株式会社ビジョンテック製　ADC3）をUAVに搭載し
た可視・近赤外画像の取得を行なった。観測は2012年９月３～８ 日に熊本県阿蘇郡高森町のスギ林で行
なった。
　ADC3は122cm×78cm×45cmの大きさでCMOS センサを搭載している。可視域（530-610nm、630- 
690nm）と近赤外域（780-900nm）での撮影が可能であり、320万画素（2,048×1,536）の画像が得ら
れる。UAVは高度約 250mまで航行でき、高さ100mからADC3で地表面を撮影した場合、分解能１～５
cmの画像が得られる。
　可視域（赤）および近赤外域のデータからNDVIを計算し、前年・前々年に撮影された衛星画像による 
NDVIと比較したところ、ADC3から得られたNDVIの値は有意に大きかった。この原因として、ADC3の
絞りの設定方法が確立されておらず、この影響が現われていることが考えられた。
課題番号 P2012-1
研究課題 衛星リモートセンシングによる植生フェノロジーの検出の高精度化
研究者（所属） 永井　信（（独）海洋研究開発機構　地球環境変動領域）
担当教員 本多　嘉明
（Title）Detection of vegetation phenology by satellite remote sensing
（Abstract）
To accurately detect the spatio-temporal variability of plant phenology such as the timings of 
leaf-expansion and leaf-fall by using satellite remote-sensing data, we have collected daily plant 
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phenology images and spectral reflectance data at various ecosystem sites in Japan and overseas, 
which is including a deciduous coniferous forest site; Yatusgatake and then obtained detailed ground-
truthing evidences. To examine the reason for the uncertainty of satellite observation in the leaf-
fall period, we examined the spatio-temporal relationships among in situ- and satellite-observed 
vegetation indices, the red, green and blue digital numbers extracted from plant phenology images, 
and leaf litter for each species by performing field studies in a deciduous broad-leaved forest site; 
Takayama. We found that（1）the different characteristics of the timing and pattern of leaf-colouring 
and leaf-fall were shown among species;（2）Values of the Normalized Difference Vegetation Index
（NDVI）, Enhanced Vegetation Index（EVI）and Green-Red Vegetation Index（GRVI）, observed 
both in situ and by satellite, rapidly decreased at the peak of leaf-fall, but the end of the period of 
decreasing in GRVI occurred about 20 days earlier than that of NDVI and EVI; and（3）The peak 
of leaf-fall coincided with GRVI=0, which indicates that the difference between the green and red 
reﬂectance is 0. These results indicate that GRVI, which mainly represents leaf colour on the canopy 
surface, is less inﬂuenced than NDVI and EVI by the spatial heterogeneity caused by differences in 
timing and pattern of leaf-fall among species. Finally, we mapped the spatio-temporal variability of 
the timings of leaf-expansion and leaf-fall over about the past 10 years in East Asia and northern 
cryosphere regions by using MODIS satellite-observed 8-days composite GRVI data.
（概要）
衛星リモートセンシング観測による、展葉や落葉等の植生のフェノロジーの時間•空間分布の変動の高
精度な検出を目的として、八ヶ岳サイト（落葉針葉樹林）を始めとする、国内外の様々な生態系サイトに
おいて、植生のフェノロジー画像や分光反射スペクトルデータを毎日取得し、地上真値を得た。落葉期の
リモートセンシング観測に関する不確実性の原因を調査するため、高山サイト（落葉広葉樹林）におい
て、地上と衛星観測で得た植生指数と、フェノロジー画像から抽出した赤•緑•青のデジタルナンバーや、
樹種毎に分別したリタ （ー落葉落枝）量の時間•空間分布の変動との対応関係を調査した。その結果、（1）
紅葉と落葉のタイミングやパターンは樹種毎に異なること、（2）地上と衛星観測で得たNDVI（Normalized 
Diﬀerence Vegetation Index）・EVI（Enhanced Vegetation Index）・GRVI（Green-Red Vegetation Index）は、
いずれも落葉のピークに急激な減少を示したが、GRVIの減少の最期は、NDVIやEVIと比べて、約20日早
かったこと、そして、（3）落葉のピークは、緑と赤の反射率の差が０となる、GRVI=０に相当することが
分かった。これらの事実は、森林上部の色の変化を主にとらえていると考えられるGRVIは、NDVIやEVI
と比べて、樹種毎に異なる落葉のタイミングやパターンに起因した空間的な不均一性の影響が少ないこと
を示唆する。以上の結果を踏まえ、MODIS衛星で得た８日コンポジットのGRVIデータを用いて、東アジ
アや北半球寒冷圏における過去約10年間の、展葉や落葉のタイミングの時間•空間分布の変動を図化した。
図．八ヶ岳サイト（落葉針葉樹林：カラマツ）において、2011年と2012年の秋に撮影されたフェノロジー画像。Day 
of year（１月１日からの通算日）290から330まで、５日おきに表示した。
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課題番号 P2012-1
研究課題
衛星利用型光合成モデルによる CDM プロジェクト支援システムの開発－植生ベ
ースの排出権情勢とバイオフューエルー
研究者（所属） 金子大二郎（（株）遥感環境モニター）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）System development for supporting CDM projects by satellites-based photosynthesis models
（Abstract）
Where the price of Certified Emission Reduction（CER）or EUA falls to less than 5 Euros /t, the 
author increases cost–performance by including bio-diesel in CDM projects. This reviews Japanese 
Jatropha projects and world biodiesel research activities. The author also emphasizes multiple beneﬁts 
of afforestation/reforestation（A/R）projects such as beneficial impacts of carbon fixation, water 
resource management, erosion, combating desertiﬁcation as well as bio-diversity. Bio-fuels, renewable 
fuels used to reduce fossil-fuel consumption, are sustainable fuels such as bio-ethanol produced from 
glucose or starch, biodiesel produced by trans-esterification of seed oils from Jatropha derived by 
afforestation, and soybean oils. The latter can stabilize grain prices and maintain secure planting areas.
（概要）
１．温暖化をめぐる経済・環境情勢の大きな変化 
　ポスト京都議定書の情勢は、温暖化政策の先送りによる停滞となっている。 その背景は、欧州発の金
融不安と欧州経済の低迷により、世界的に経済と雇用の確保の政策が優先されているためである。その結
果、削減義務国の離脱・減少と、CO２ガス排出権取引価格（CER）の急落（１/10）が続いている。 その
価格低下は、１/10以下の暴落に近い状態であり、京都メカニズムの排出権取引であるCDM（クリーン開
発メカニズム）は、単独目的による事業化では、低いインセンティブ となっている。
　一方、北極海の海氷の激減と北極航路の現実化に現れている様に、 温室効果ガスの削減の重要性（海面
上昇、気象災害の増大）は変わっていない。従来と同様に、森林は、単にCO２の吸収や資金の回収ばか
りでなく、複数の便益、すなわち、木材資源、治水・水資源涵養、土砂流出防止、砂漠化抑制、生物多様性、
生活環境・景観の改善等の優れた特質をもつ長所がある。これらの背景から、経済と温暖化対策との政策
バランスによる整合が、一層求められて来ている。従って、CDMの研究方向をどちらに方針づけるかが、
極めて重要となっている。本研究は、CDM情勢が大きく変化する中で、世界の動向やREDDの進展をみ
ながら、CDMへのバイオフューエルの追加導入に方針を修正した。
図１．CDM A/Rの認証条件に適合する候補地域とバイオジーゼルのJatrophaのプロジェクト地域
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２．各国の動向と修正方針による対策
　日本は、福島原発の事故後によるエネルギー政策のため、京都議定書から離脱した。同時に、カナダも
離脱（2011/12/14）した。カナダは油成分を含む砂岩「オイルサンド」からの原油生産を推進している。
そしてロシアも同じく離脱である。一方で、森林の伐採・減少や劣化を阻止することによって排出削減を
目指すREDD（レッド、Reduced Emissions from Deforestation and forest Degradation）や、植林を加え
たREDD＋の活動が活発となっている。しかしREDDは、途上国の現地住民との協同が必要という難題の
分野である。即ち、①住民への環境教育と森林の意義の理解（環境保全と生活との両立）。②焼き畑や違
法伐採に代わる、住民に経済的なインセンティブを与える必要　③途上国における実現の体制造りが容易
でない（ガバナンス）。④長期にわたる地道なNPO的現地取り組みが森林域で必要となる。⑤この４年、
体制の仕組み作りの議論が続いている。しかし、多数の議論の論文に留まっている。
図２．CDM A/Rの認証条件に適合する候補地域とJatrophaおよび大豆油ディーゼルの地域
３．研究方針の修正
現在の世界情勢下では、従来の植林バイオマスによるCO２吸収だけでは、植林CDMの投資効果が、不
十分となってきたと認識している。 植林の多目的効果によっても、現在の世界の金融・経済的混迷の中
では、森林保全と排出削減の優先度が低下する（雇用優先）。そこで、温暖化対策と現在のエネルギー需
要の急増に同時に対処し、エネルギー資源開発と合致させたCDMを導入し、バイオフューエル（Ethanol 
とDiesel）化する。 背景には、①火力発電所の石炭に混合し燃焼（India）。②ガソリンに混合（Brazilは
35%、USAは10%）やジェット燃料に混合し、化石燃料消費を削減（カーボンニュートラル化）している
状況がある。一方で、豊作時の穀物価格安定化のために、自動車や航空機燃料として利用している。この
利用分野の拡大は、農業生産者の収入増期待により、食糧生産が増大する。 
４．研究成果
１）衛星利用の支援システムについて、CDM A/R のバイオフューエル部門への拡大を図り、不順な世界
の経済情勢下において、バイオジーゼルの研究動向を示した。 
２）ジャトロファと大豆油からのバイオジーゼルについて、研究をレビューし、日本を始めとする各国の
現地試験植林やディーゼル化の技術的問題およびフィージビリティ調査の動向を抽出し、適地の検討を
進めた。
３）一方で、CDM A/Rプロジェクトは、CO２の削減や資金の回収ばかりでなく、その優れた特質である
複数の便益、すなわち木材資源、治水・水資源涵養、土砂流出防止、砂漠化抑制、生物多様性、生活環
境・景観の改善等の効果があり、植林の効果を重視した。
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４）このシステム開発は、地上における樹木諸元の測定や収量による従来のモニタリング方法に、面的な
把握方法として吸収量の評価データを提供し、CDMによる炭素固定のプロジェクトに役立てることが
できる。Operational な大陸スケールの衛星利用CDM A/R支援システムを目指し、既に、骨格を形成す
ることができている。
５）衛星利用による吸収量の推定方法の精度向上を図り、広域的な実利用を目指す。上述の幹径の地上実
測による検証と合わせて、植林・再森林化と石油に代わるバイオフューエルによるエネルギー利用を図
り、CDM事業の便益（C/B）の投資効果を高めた。
図３．CDM A/Rの認証条件に適合する候補地域の光合成速度計算例（森林とサバンナ）
課題番号 P2012-1
研究課題
静止衛星・国際宇宙ステーション搭載紫外可視センサによる対流圏二酸化窒素
の日内変動導出の検討
研究者（所属） 野口克行（奈良女子大学研究院自然科学系）
担当教員 入江仁士
（Title）A feasibility study on the detection of the diurnal variation of tropospheric NO2 from a 
geostationary orbit and the ISS
（Abstract）
We have conducted numerical simulations to estimate the SN ratio required and the precision of 
the diurnal change measurement of the tropospheric NO2 from ISS. We basically followed the method 
proposed by Noguchi et al. [2011] and Irie et al. [2012], which utilized the DOAS technique. For a 
realistic simulation, we considered not only nadir-viewing geometry but also slant-viewing geometry. 
We assumed that the viewing angle of ISS is 0⁰（nadir）, 45 ⁰ from the east and 45 ⁰ from the west. 
We also assumed that summer and winter solstice to see the seasonal difference. The results showed 
that the nadir-viewing geometry has the best precision in winter, but during the daytime in summer 
the precision in slant-viewing geometry is better than the nadir-viewing geometry. Detailed analysis 
showed that this is mainly due to the dependence of the AMF of the tropospheric NO2 on the solar 
zenith angle, which largely changes depending on seasons.
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（概要）
対流圏における二酸化窒素（NO2）は、主要な大気汚染物質であり、大気化学において中心的な役割を
果たす。衛星観測においては、主に紫外可視域における差分吸収分光（DOAS）法により対流圏コラム量
が得られる。対流圏NO2の日内変化の観測は大気汚染研究や大気化学の視点からも重要であるが、従来の
衛星観測では断片的にしか観測されておらず、異なる太陽時刻の観測が可能な静止衛星および国際宇宙ス
テーション（ISS）に紫外可視センサを搭載することで、新たな知見が得られることが期待されている。
本研究では、奈良女子大学で利用可能な放射伝達モデル・DOAS解析ソフトウエアを組み合わせたシミュ
レーションシステムをもとに、主にISSに搭載された紫外可視センサから東京を観測するジオメトリにお
いて、DOAS法による対流圏NO2コラム量の日内変化の検出可能性を評価した。現実的な諸条件を設定し
た放射伝達シミュレーションを実施することで、日内変化を検出するにはどの程度の精度が必要か、定量
的な評価を行った。その結果、対流圏NO2の日内変化を検出するには、SN比が500程度は必要であるこ
とがわかった。また、朝夕は測定誤差が大きくなるため、SN比はより大きくする必要がある。また、現
実的な想定として、センサ視線角が天底方向（真下）から大きく傾く場合についても検討を行なった。そ
の結果、太陽天頂角が小さくなる夏の日中には、必ずしも天底観測の誤差が一番小さくなるとは限らない
ことが明らかになった。
課題番号 P2012-1
研究課題 CP-SAR 搭載赤外カメラの開発研究
研究者（所属） 大前宏和（株式会社センテンシア）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）Feasibility study for Infrared camera on CP-SAR small satellite
（Abstract）
For CP-SAR satellite, we examined the speciﬁcations of the infrared camera in addition to visible 
camera. We also studied the I/Fs of infrared cameras and of visible cameras for development of other 
onboard equipments on CP-SAR in the future and also the unmanned aircraft（UAV）.  We listed  the 
results of studies as below.（1）Simultaneous operation of IEEE1394 could not be achieved on a PC 
due to problems with the power supply. It will be one of the required speciﬁcations for satellite BUS 
systems.（2）NIR（near-infrared）camera acquired image of slopes, including vegetation and the 
bare land.（3）We acquired thermal infrared images including the electric light and vegetation in 
the room. For further study and discussion ;（a）For both NIR images and thermal infrared image, 
it is important to determined the narrow band ﬁlters to associate a physical quantity. （b）In order 
to reduce the power supply, we will require Non-cooling thermal infrared camera, especially for 
Satellite.（c）Response time becomes a problem for commercially available thermal camera.（d）The 
most important point of view for CP-SAR development will be the adjustment of I/F between BUS 
and onboard equipments.
（概要）
CP-SAR衛星の搭載カメラに関して、これまでの可視カメラに加えて新たに赤外カメラについて検討し
た。無人航空機（以下、UAV）の開発検討が進みつつある状況を鑑み、今後のCP-SAR開発及び搭載機器
開発に活かすために、可視カメラ及び赤外カメラ等の搭載I/Fの検討を実施した。
　赤外カメラの仕様検討、市販赤外カメラの比較評価、冷却システムの検討、評価、搭載に関する課題、
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問題点の洗い出し、について実施することとした。各種制約から、NIR（近赤外）カメラでの野外観測及
び課題抽出、熱赤外カメラ（センテンシアの別プロジェクトで使用中のものを援用）による撮像とカラー
画像化を行い、課題、問題点の抽出は実施したが、冷却システムについての評価検討は出来なかった。　
検討内容と結果を以下に列挙した。
（1）I/F検討に関しては搭載機器側から見て、UAV及びCP-SARのI/Fとの整合性が確認できなかった。可
視カメラは当初IEEE1394 でバス電圧供給との搭載機器要求としてきたが、PCでの撮像確認において、
多数個のカメラを搭載する場合にIEEE1394での同時運用が、供給電源の問題などにより実現できな
かった。バス側での実現課題とした。
（2）NIRカメラ取得画像を野外の植生地、裸地を含む斜面で撮像した。太陽高度に依存するPixel値となっ
た。
（3）熱赤外カメラについては室内での植生及び電灯を含む画像取得を行ない、カラー化を実施した。
　考察および今後の検討について
（a）NIR、熱赤外画像ともに物理量と関連付けるために狭帯域のフィルターの装着と、その帯域の決定が
重要である。
（b）CP-SAR衛星に関しては熱赤外カメラについては非冷却方式とするなど、供給電源を低減化する必要
がある。
（c）衛星搭載、UAV搭載熱赤外機器については、市販のものでは応答時間が問題になる可能性がある。
（d）搭載実現のためには、バス開発において搭載機器とのI/Fの調整が最も重要な視点となると考えてい
る。
課題番号 P2012-1
研究課題 ALOS PALSAR による南極の InSAR マッピング：電離層の影響の補正
研究者（所属） 木村　宏（岐阜大学工学電気電子工学科）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）InSAR mapping of Antarctica with ALOS PALSAR: Ionospheric effect correction
（Abstract）
Satellite SAR interferometry is a promising tool for mapping of glacier and ice sheet displacement 
in the Antarctica. Last year, false interferometric phases by the inferably ionospheric effects induced 
by aurora activities were found. This year, the theoretical effects of the total electron content 
along radar path were studied as for pixel shifts in range and azimuth directions and phase shifts. 
In addition, actual ionospheric effects were confirmed from the difference between forward and 
backward looking interferograms.
（概要）
SARインターフェロメトリ（InSAR）は氷床の変動を検知する上で特に有効な技術として注目されてい
る。前年（2011年）度は、オーロラ活動に起因する電離層の影響と推察される見かけの季節変動を見出
した。本年度は、電波伝搬経路中の総電子量変動によるSARデータへの影響の理論的関係（レンジ方向
とアジマス方向の画素シフト、位相シフト）について考察した。さらに、合成開口の前方ルック干渉と後
方ルック干渉の差分結果から、地表変動ではない電離層の影響に起因する干渉位相の出現を確認した。
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課題番号 P2012-1
研究課題 GEP Method を用いた 温帯林におけるメタン発生量の推定
研究者（所属） 朴　壽永（東京情報大学）
担当教員 久世宏明・齋藤尚子
（Title）Estimation of Methane Emission from the temperate forest using GEP Method
（Abstract）
Exact estimation of methane（CH4）emission from vegetation is of crucial importance in the study 
of climate change due to greenhouse gases. In this work, we applied the Greenhouse gases Emission 
Presumption（GEP）Method for the analysis of CH4net production from the Neuglobsow region
（13.03 E, 53.17 N）in Germany. Based on the CH4 concentration data of WDCGG with the wind ﬁeld 
and land coverage information, the yearly CH4 emission from evergreen coniferous forest has been 
estimated to be 59.3 μg m-3. Assuming that the emission from evergreen coniferous forest is around 
three times larger than that from evergreen deciduous forest, the global emission from temperate 
zones is estimated to be 4.1 Tg CH4 yr-1, which is a reasonable value as compared with the estimation 
based on the IPCC analysis.
（概要）
全球で一年間に放出されるCH４の全体量のうち、10 - 30%（60-240 TgCH4 yr-1）が植物体により発生
している（Keppler et al., 2006）。植物体からの発生量をCO2基準に換算すると1,400-5,400 Tg CO2 yr-1
となり、これは全球の森林生態系によるCO2固定量から火事や森林伐採などの土地利用変化による放出量
を差し引いた量である700-5,000 Tg CO2 yr-1（IPCC 2001）と同程度である。これが事実であるとする
と、CO２の吸収源として森林の温室効果ガスの抑制効果を評価した京都議定書の運営は危機的な状況に陥
ることになる。朴ら（2012）は、屋外の広範囲を対象にした観測地点周辺からのCH４発生を評価する手
法であるGEP（Greenhouse gases Emission Presumption）Methodを開発した。この方法によって、実験
ではなく、屋外の異なる気象条件などによる季節変化や発生量の違いを考慮した複数の事例分析を行うこ
とによって、温帯林の植生域におけるCH４発生量の推定が可能になる。本年度は、GEP Methodを用いて、
ヨーロッパの温帯域の森林の中に位置しているドイツのNeuglobsowのWDCGGデータを用い、温帯林の
植生域におけるCH４発生量を推定した。図１は、ALOSデータを用いて風速が0.3-1.5 m/sの下での１時間
の移流距離に相当する範囲（1,080-5,400 m）の土地被覆を解析した結果である。解析の結果、畑や反芻
家畜、水域の影響がほとんどなく、主な土地被覆が常緑針葉樹である風向91-135 °の年平均CH４濃度差
80.5 ppbは、主に常緑針葉樹の植生域から発生した濃度であると推定された。質量に換算すると、同地
の常緑針葉樹の植生域における年平均CH４発生量として59.3 μg m-3が得られた。常緑針葉樹からのCH４
の放出量は落葉広葉樹の場合よりおよそ３倍以上多い（Kitaoka et al., 2007）と仮定し、Neuglobsowの
常緑針葉樹の植生域におけるCH４発生量を最大値として整理すると、温帯林の植生域におけるCH４発生
量は4.1 Tg CH４yr-1と見積もられた。この値はKeppler et al.（2006）に比べ非常に低く、Kirschbaum et 
al.（2006）を支持するものであった。推定結果の妥当性を調べた結果、推定値はIPCCの換算係数によ
るものと比べ9.6%高く、大気拡散の影響評価結果と比べ14.2%低かったものの、誤差の許容範囲内であ
り、推定結果は妥当であると考えられる。
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図１．観測地点Neuglobsow付近の土地利用と土地被覆
課題番号 P2012-1
研究課題
植物葉の蛍光スペクトル計測システムの開発と大気汚染ガスによるストレス研
究
研究者（所属） 増田健二（静岡大学）
担当教員 久世宏明
（Title）Development of a ﬂuorescence spectrum measurement system for diagnostics of vegetation 
leaf health conditions exposed to air-pollutionand other stress factors
（Abstract）
Various factors such as moisture, soil, and radiation conditions affect the stress（generation 
of active oxygen）conditions in a plant. Here we examine the plant condition paying attention to 
harmful ultraviolet rays（UV-B）as well as acid rain originating from air-pollution substances such 
as NOx and SO２. The chlorophyll ﬂuorescence spectrum emitted from the vegetation leafs exposed to 
these pollution substances is measured using the laser-excited ﬂuorescence（LIF）method, leading 
to the evaluation of photosynthetic ability. In addition, we examine the capability of Fraunhofer line-
discrimination（FLD）method for monitoring the ﬂuorescence emitted from vegetation leafs under 
illumination of solar radiation. For monitoring the weak ﬂuorescence under daylight conditions, we 
exploit the narrow wavelength band of 760nm, the so-called solar blind band due to the absorption of 
molecular oxygen in the atmosphere. By changing the solar radiation amount illuminating leafs, we 
have succeeded in observing the ﬂuorescence signals within the oxygen band.
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（概要）
植物における活性酸素生成（ストレス）要因としては、水分・土壌など様々なものがあるが、本研究で
は地球環境の悪化の一原因となっている大気汚染物質（NOx, SO２, etc.）による酸性雨とオゾン層破壊に
起因する有害紫外線（ultraviolet B : UV-B）に着目した。これらの大気汚染物質に暴露した植物葉から放
射されるクロロフィル蛍光スペクトルをレーザー励起蛍光（Laser-Induced Fluorescence : LIF）法を用いて
測定し、光合成能力とストレス指標を評価した。また、生育場所においては太陽光によるFLD（Fraunhofer 
Line-Discrimination）法を用いた植物葉蛍光分光リモートセンシング計測システムを開発した。
　クロロフィルから放出される蛍光を解析することにより、葉の組織を壊さずに非接触で葉緑体中の光合
成能力、すなわちストレスシグナルを計測する。高ストレス状態では、活性酸素が生成し、光合成を抑制
され、葉面から蛍光（熱発散）する。植物葉からのLIFは、照射するレーザー光の波長によって異なった
スペクトルを示す。可視のレーザー励起した場合には、主にクロロフィルの２つの化学反応系Ⅰ、Ⅱに関
係した赤色（690nm）から近赤外（740nm）で極めて高い反射率が見られ、このスペクトルの変化を解
析することにより、植物葉のクロロフィル濃度や光合成色素の構成要素に関する情報が得られる。また紫
外域のレーザー励起した場合には、クロロフィルからの蛍光によるLIFスペクトルが見られる。これら、
クロロフィル量の有無による蛍光の葉内分布の違い等を明らかにするとともに、ここで得られた知見をも
とに、ストレスによるLIFスペクトルへの影響について調べた。
　本実験ではまた、実験室でのLIF法とともに屋外でのFLD法を用いてクロロフィル蛍光を解析した。図
１に、小型分光器HR2000を用いて計測された直達光、740nm透過（半値全幅10nm）および760.68nm透
過（半値全幅１nm）フィルター装着時の透過光、および、実験室内でのモンステラの葉からのレーザー
励起（532nm、27mW）蛍光スペクトルを示す。太陽光誘起のクロロフィル蛍光は非常に微弱なため、太
陽スペクトルの暗線（solar blind、O2線：759 ～ 762nm）域を利用する。技術的には、CCDカメラを用
いて葉面全体の蛍光分布画像を取得した。この方法では、太陽光エネルギーによる生育場所において真の
光合成能力が調査でき、環境悪化に伴うストレス評価が行える。
図１．小型分光器HR2000によって計測されたスペクトル：直達光（10:40 
on 21 Feb. 2013）、740nm（半値全幅10nm）フィルター装着時の透過
光、760.68nm（半値全幅１nm）フィルター装着時の透過光、モンス
テラの葉からのレーザー励起（532nm, 27mW）蛍光スペクトル。
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課題番号 P2012-1
研究課題 可搬型ライダーによる水平面大気観測
研究者（所属） 椎名達雄（千葉大学 大学院融合科学研究科）
担当教員 久世宏明
（Title）Horizontal atmosphere observation with mobile lidar
（Abstract）
Study of the temporal and spatial behavior of the lowermost part of the troposphere is important 
for obtaining knowledge on the composition and dynamics of atmospheric aerosols and clouds. In 
addition, such information is indispensable for monitoring the air quality in the urban environment. 
The purpose of this cooperative research is to carry out the near horizontal observation of the lower 
atmosphere using a portable Mie- scattering lidar newly developed in our laboratory in the Graduate 
School of Advanced Integration Science. The data have been compared with the result obtained 
with the ADCL instruments recently equipped at CEReS. Also, the continuous observation with 
cloud cameras will be useful for understanding the conditions of the lower atmosphere when lidar 
observations are implemented.
（概要）
対流圏下部（大気境界層）の低層大気の時間的／空間的分布を知ることは、大気エアロゾル・雲の構
成やダイナミクスといった学術的な関心のみならず、粉塵やエアロゾル、ブラックカーボン等の対流にと
もなう都市環境／住環境のモニタリングとしても極めて重要である。本研究の目的は、昨年開発した可搬
型ライダーによる大気の水平および斜め方向観測を通して、低層大気の時空間分布とその変動を解析する
ことである。本共同研究でこれまでに開発した可搬型水平大気計測用ミーライダーを用い、水平方向の大
気空間分布、ならびに時間変化を追った、継続的観測を行った。昨年度に行った都市部方向と海上方向の
水平面大気の変化の計測に引き続いて、季節による変動や、気候の変化等との因果関係をさぐる計測を実
施した。図１に、2012年７月３日の計測結果の例を示す。天候は雨、気温は23.7 ℃、風向は南であった。
環境リモートセンシング研究センターのADCL（Atmospheric Data Collection Lidar）設備との計測デー
タの比較、ならびに相互データの利用に向け、観測体制を整えた。また昨年度に引き続き、多点雲カメラ
による雲のマクロな挙動を捉え、低層大気の変動との相関や局所的な対流等の把握に向けての共同研究を
実施した。
図１　2012年７月３日に実施した水平方向の観測（波長532nm、パルスエネルギー 10mJ、繰り返
し10Hz、望遠鏡口径203mm）
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課題番号 P2012-1
研究課題 マイクロ波による海氷物理量計測に関する研究
研究者（所属） 若林裕之（日本大学工学部）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）A study on accurate sea ice physical parameter retrieval from SAR data
（Abstract）
The main objective of this research is into the possible use of synthetic aperture radar（SAR）
data to monitor sea ice in the southern region of the Sea of Okhotsk. There are a lot of SAR satellites 
operating in orbit, and most of satellites can observe the ground targets with various observation 
parameters. We would like to ﬁnd out the suitable observation parameters for monitoring sea ice in 
relatively thin sea ice area. In-situ data collections on Lake Saroma were carried out in mid February 
2012, which were simultaneously with ENVISAT and RADARSAT-2 observations. We found that 
RADARSAT-2 VV to HH co-pol backscattering ratio decreases as the ice thickness, which was found 
in our previous work. As our future work, we will use the measured dielectric constant of the ice 
surface for improving the backscattering coefﬁcient model for relatively thin sea ice.
（概要）
本研究では、合成開口レーダ（SAR）データを使用してオホーツク海南部の海氷領域をモニタリング
することを主目的としている。現在SARを搭載した人工衛星の本格的な運用が行われており、数多くの
衛星がSAR観測データを収集している。これらの衛星は1990年代に運用されたSAR搭載衛星に比較する
と、基本的性能（S/N等）が向上するとともに、様々な観測パラメータ（分解能、入射角、偏波、周波数）
でデータ取得が可能になっているが、海氷観測に適する観測パラメータについては明確になっていない。
　以上の背景のもとに、2012年２月にENVISATおよびRADARSAT-2と同期してサロマ湖にて実施した海
氷観測実験について、衛星データおよび地上観測データの解析を実施した。その結果、RADARSAT-２で
観測したVV/HH比が海氷厚と関係していることがわかった。今後、直接測定を行った海氷誘電率を使用
して、海氷誘電率モデル改良を行う予定である。
課題番号 P2012-1
研究課題 火山噴煙の映像観測と衛星画像解析およびデータベース構築
研究者（所属） 木下紀正（鹿児島大学 教育学部）
担当教員 久世宏明
（Title）Ground Observation and Satellite Image Analysis of Volcanic Clouds and their Database 
Construction
（Abstract）
The multi-point automatic observations of volcanic clouds at Sakurajima and Kirishima Volcanoes
　have been performed by using visible and NIR cameras. The temporal variation of the eruptive 
activities of Sakurajima Volcano, which turned out to be very active at Showa crater since 2009, was 
studied. As a sub-set of satellite data of volcanic clouds at Sakurajima, all　of the ASTER data since 
2000 were surveyed, with remarkable plume images mostly since 2009. Though a satellite image is 
a snap-shot, it reveals temporal variation of the eruptive activities, to be studied in conjunction with 
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ground image recordings. Explosive eruptions were found to happen not only after a long pause when 
the gas pressure turns out to be high enough to break the closed vent, but also sequentially with 
short time-intervals. Explosive eruptions were mostly followed by continuous ejection of ash clouds 
with different temporal variations such as stational, pulsive or with sequential eruptions, while 
white or light-gray clouds were ejected stationally in most cases. These variations may be understood 
due to the difference of magma supplies from the magma storage to the vent through the conduit. In 
analyzing continuous records, the sampling by one minute is adequate, while ten minutes is too long 
to miss small eruption.
（概要）
桜島火山と霧島新燃岳の噴煙活動の可視・近赤外カメラによる多点自動映像観測を継続している。今年
度は、2009年から昭和火口からの噴火が活発化している桜島火山について、これらの観測データを用い
て噴煙活動の時間経過と爆発的噴火の関係を検討した。また、桜島火山噴煙の衛星データとして2000年
からのASTERデータ全てを検討したが、顕著な噴煙画像の大部分は2009年以後であった。衛星観測は一
瞬であるが、それまでの噴煙活動の時間経過が写し込まれており、地上の定点映像観測と照合して検討し
た。爆発的噴火は、火口の固まった溶岩を内部のガス圧が高まって破壊するまで噴煙の停止が続いた後に
起こる典型的場合だけでなく、最初の爆発に続いて短時間の内に次々と爆発が起こる断続噴煙も多いこと
が確認された。これらの爆発的噴火に続いて灰煙が連続的に放出される事例が殆どである。白煙や灰白煙
は定常的に放出される事例が殆どであり、火口が解放状態にあると推測されるが、灰煙の連続的放出には
定常的な場合と脈動性の大きい場合があり、後者の激しいケースが断続噴煙である。これらの違いは、地
下のマグマ溜まりから火道を通して火口へのマグマ供給の変動を示すものと理解される。このような解析
では、多量の映像データ処理が必要であるが、原データからの10分置きのサンプリングでは爆発的放出
を見落とす恐れがあり、１分置きは適当であることが分かった。
課題番号 P2012-1
研究課題 植生機能タイプの分類方法と被覆度推定方法の開発
研究者（所属） 村松加奈子（奈良女子大学）
担当教員 本多嘉明・梶原康司
（Title）Study on the methods for classifying vegetaion functional types and leveling vegetaion cover
（Abstract）
Classifications of vegetation structure functional types and vegetation coverage are important 
issues for studying global environment. For the global satellite, it is difﬁcult that the classiﬁcation 
into vegetation types of similar seasonal changes, such as evergreen broad leaf and needle leaf 
forests. And vegetation index includes the information of vegetation activity and it’s coverage. SGLI 
sensor on GCOM-C satellite has plans of observation with three angles, nadir, forward and backward, 
of red and near-infrared bands. In general, different observation angle can be detected the shape 
of the object, and tree shape of broad leaf and needle leaf is different each other. In this study, the 
characteristics of reﬂectance both of different observation angle and wavelength were examined for 
evergreen broad and needle leaf forest using ALOS/PRISM sensor data. The sample areas were two 
areas and one area for needle leaf forests in Japan and America, respectively, and were two areas for 
broad leaf forest in America.  Flat areas were selected as sample areas. The reﬂectance of backward 
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was higher than that of forward. The ratio value of reflectance backward divided by forward was 
almost same each other for evergreen forest, but the value had wide range for broad leaf forests.  For 
the study of vegetation cover level, we used the DEVV camera developed by Dr. Moriyama, Nagasaki 
Univ. Using the DEVV camera, the image of three visible and near infrared bands can be observed. 
This year, we studied how to process the data observed by DEVV camera, then calculated three 
indexes of NDVI, NIR/G, NIR/R for different vegetation coverage. The response of vegetation coverage 
change was different each other of three indexes. We consider that the intersection point of indexes 
changing as vegetation coverage may be included the information of vegetation cover level. In the 
next step, we should consider how to utilize the three indexes changing characteristics as vegetation 
coverage.
（概要）
植生の炭素循環•水循環におけるその機能は植生タイプ毎に異なり、被覆度によりその寄与は異なる。
全地球での植生の総生産量推定や気候モデルへの導入のためには、植生機能タイプとの被覆度データが不
可欠である。直下視の光学センサで観測されたデータを用いて植生の分類を行う場合、植生のフェノロ
ジーの特徴を利用する事が多い。この場合フェノロジーの似た植生のタイプ同士、例えば常緑広葉樹と常
緑針葉樹•落葉樹と草丈の高い草地•落葉広葉樹と落葉針葉樹は、両者の分類が困難である。太陽光と観測
角度による二方向性反射率は、植生のタイプ毎に異なることはこれまで報告されている。Global Change 
Observation Mission-Climate（GCOM-C） 衛 星 が2014年 に 打 ち 上 げ 予 定 で あ り、Second generation 
Global Imager（SGLI）センサが搭載予定である。SGLIでは直下視の観測に加えて、赤と近赤外の波長帯
において前方視と後方視の観測が行われる。また衛星観測の１画素内の植生指標には、各植生機能タイプ
毎の特徴値や活性度と被覆度情報が含まれている。本研究では、GCOM-C/SGLIデーでの全球植生タイプ
分類図作成のために、植生機能タイプ毎の分類方法と、被覆度推定方法の開発を行う。
　植生機能タイプの分類方法に関しては、ALOS衛星のデータを用いた。ALOS衛星には直下視での可視
から近赤外の４波長帯での観測（AVNIR-2）と、単波長で直下•前方•後方の３方向（PRISM）からの観
測を行っているためである。昨年度までに、宮崎県綾周辺のPRISMの３方向データとAVNIR-2データ用
いて、常緑広葉樹と常緑針葉樹について調べた。本年度は地形の影響を受けない平な領域をサンプルサイ
トとして調べた。常緑針葉樹については、富士吉田のアカマツ、アメリカノースカロライナのデータマツ、
落葉針葉樹は富士北麓のカラマツ、落葉広葉樹はアメリカウイスコンシンのカエデ、アメリカオハイオの
オークについてPRISMの３方向の反射率について調べた。後方視の反射率は、前方視の反射率より高い
傾向にあった。そこで後方視の反射率を前方視の反射率で割った値を用いて、針葉樹と広葉樹の分離性に
ついて調べた。アカマツのサンプルについて後方視/前方視の値の平均値と標準偏差（σ）を求め、アカ
マツサンプルの平均値±1.96σの範囲内を針葉樹の閾値とした場合、どの程度の正答率が得られるのかに
ついて調べた。PRISMの４x４画素データを平均化して取り扱った。データマツ, カラマツ,カエデ,オー
クそれぞれの正答率は、1.0, 0.9, 0.15, 0.65であった。後方視/前方視の値は、針葉樹では樹種が異なって
もその値はほぼ同じ範囲に入るが、落葉樹では値がばらつくためだと考えられる。ALOS衛星では１カ所
に対して高頻度のデータの収集は不可能であるが、全地球観測衛星の観測頻度は高いため季節毎に数シー
ンのデータが取得できる。針葉樹では各季節毎に後方視/前方視の変化が少ないようであれば、各季節内
で分散値を計算し、その特徴の利用も可能ではないかと考える。
　被覆度推定方法方法の開発には、一画素の分光データではなく、分光でイメージが取得できると解析
しやすい。本研究では長崎大学森山雅雄氏開発によるDEVVカメラ（Ｂ,Ｇ,R, NIRの輝度値のイメージが
得られる）を用いることとし、DEVVカメラを用いた実験方法について検討を行った。草地（平城宮跡）、
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落葉広葉樹（山城試験地）、落葉針葉樹（八ヶ岳）において、可視域と近赤外域のイメージデータを取得
した。また、比較用にFieldSpecFR（ASD社）を用いて、視野を限定し分光反射率を測定した。DEVVカ
メラでは輝度値にデータを変換できる。輝度値から直接植生指標を計算した場合と、白板を用いて太陽光
の輝度値を測定し、そのデータを用いてサンプルデータについて反射率処理を行い、反射率データから植
生指標を計算した場合とについて比較した。両者の値はほぼ一致したため、輝度値から直接指標を計算す
ることとした。被覆度の異なる場合について、３つ植生指標（NDVI, NIR/R, NIR/G）を計算して調べた。
その結果、これらの３つの指標の値の変化の仕方は被覆状態によって異なり、３つの指標の大小関係が変
わる点を抽出することにより被覆レベルと関連づけられるのではないかと考えている。今後、これらの指
標の複合的な利用方法について検討を行っていく予定である。
課題番号 P2012-1
研究課題 林床からの樹冠構造計測法の開発
研究者（所属） 柴田英昭（北海道大学 北方生物圏フィールド科学センター）
担当教員 本多嘉明・梶原康司
（Title）Development of a method to measure forest canopy structure from forest ﬂoor
（Abstract）
This research project tried to develop the measurement techniques for canopy structure of natural 
forest ecosystem using the multiple approaches.  In fiscal year of 2012, we conducted the detail 
measurement of forest canopy using the helicopter with multiple censers under the collaboration 
with the research groups of CEReS（Profs. Yoshidaki Honda and Koji Kajiwara）at Tomakomai and 
Nakagawa Experimental Forests of Hokkaido University. The detail mapping of spatial structure 
at canopy structure is currently under analysis with on-site measurement of tree species, crown 
height and DBH（diameter at breast height）in each site. The laser investigation on the forest ﬂoor 
was also applied in the integrated forest plots of Nakagawa Experimental Forest to develop the 3-D 
structure of tree community and canopy structure of natural cool-temperate mixed forest in northern 
Hokkaido. We also organized the seminar to share the current understandings and achievement of 
this collaborative study in June 2012 and February 2013.
（概要）
本課題は多角的アプローチを用いて天然林生態系の林冠構造を測定する方法を開発することを目指し
ている。2012年度は千葉大学CEReSの研究グループ（本多嘉明・梶原康司）との共同により、北海道大
学苫小牧研究林および中川研究林において各種センサーを取り付けた無人ヘリコプター観測を行い、林冠
表層の詳細観測を実施した。各林分における毎木調査（樹種、樹高、胸高直径）のデータと統合すること
により、詳細な空間構造のマッピング化に向けた取り組みを進めている。また、中川研究林においては地
上レーザー測量を林床面で行い、森林内での樹木分布や森林バイオマスの三次元構造の定量化に向けた取
り組みを進めている。2012年６月および2013年２月には、本共同研究における到達点や研究の進捗状況
を議論するためのセミナーを開催し、今後の研究の方向性や可能性について意見交換を行った。
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2.2.2.　第２プログラム共同利用研究の詳細
課題番号 P2012-2
研究課題 アジアモンスーン域及び海洋大陸周辺での雲活動の季節進行
研究者（所属） 高橋　洋（首都大学東京都市環境科学研究科）
担当教員 樋口篤志
（Title）Seasonal march of cloud activity over Asian monsoon and maritime continent regions
（Abstract）
We investigated the seasonal differences of cloud activity over the Maritime Continent and 
Australian Monsoon regions. The cloud activity over the sea largely changed from dry to wet seasons. 
In addition, impact of intraseasonal disturbances of large-scale convective activity was also signiﬁcant 
for the modulation of cloud activity, although the impact was weaker than the seasonal change.
（概要）
MTSAT１と２の赤外画像のデータを用いて、海洋大陸とオーストラリア北部の雲活動について調べた。
オーストラリアモンスーンの開始とともに雲活動が顕著に変化することがわかった。また、海洋大陸と
オーストラリアモンスーン域の雲活動は、季節内変動擾乱によっても影響を受けるが、季節内変動の影響
よりも、オーストラリアモンスーンの開始にも伴う雲活動の変化の影響の方が顕著であった。また、オー
ストラリアモンスーンのオンセットのタイミングにより季節内変動の影響が大きく異なることが示唆され
た。今後は、より長期のデータにより、詳しい年々変動の特徴を解析する。
課題番号 P2012-2
研究課題 各種のリモートセンシングデータを活用した都市モデル構築と災害把握
研究者（所属） 山崎文雄（千葉大学大学院工学研究科）
担当教員 建石隆太郎
（Title）Development of Urban Modeling and Disaster Detection Using Various Remote Sensing Data
（Abstract）
Two pairs of pre- and post-event TSX images taken both in ascending and descending paths were 
used to detect three-dimensional（3D）crustal movements which were caused by the 2011 Tohoku 
earthquake. First, two sets of two-dimensional（2D）movements were detected by the authors’ 
proposed method. Then the 3D movements were calculated from two sets of detected movements 
in a short time interval, according to the observing model of a SAR sensor. The method was tested 
on the TSX images covering the Sendai area, and its result was compared with the GEONET GPS 
observation records.
（概要）
本研究では、上昇と下降軌道で撮影された2011年東北地方太平洋沖地震の前後２時期のTerraSAR-X
強度画像の複数のペアを用いて、共通範囲における３次元地殻変動量を求めた。検出された地殻変動と
GPS基準点の記録をGEONETの比較すると、サブピクセル（0.2m）単位の精度を有することが示された。
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課題番号 P2012-2
研究課題 合成開口レーダを用いた液状化による地盤沈下の検知と定量化に関する研究
研究者（所属） 田村正行（京都大学大学院工学研究科）
担当教員 建石隆太郎
（Title）Detection and measurement of land subsidence caused by liquefaction using synthetic 
aperture radar
（Abstract）
Soil liquefaction occurred around Tokyo Bay after the March 11, 2011 earthquake off the Paciﬁc 
coast of Tohoku. We tried to extract the liquefaction areas from repeat-pass PALSAR data before 
and after the earthquake. By comparing the difference of the multi-temporal InSAR coherences, 
we managed to find a threshold for the urban surface class and derive the candidate liquefaction 
areas. The results were in good agreement  with the reference data obtained by MLIT（Ministry of 
Land, Infrastructure, Transport and Tourism）, which proves that coherence is a good parameter for 
extracting liquefaction areas.
（概要）
2011年３月11日の東日本大震災によって、東京湾岸一帯で深刻な液状化が発生した。本研究では、震
災前後の合成開口レーダー画像（ALOS PALSAR画像）を用いて、液状化の範囲の検出を試みた。具体的
には、震災前の２画像と、震災を挟む２画像において、それぞれ画像間のコヒーレンスを計算し、その差
分を求めることにより液状化の範囲を推定した。震災前の２画像においては、地表面に変化はないのでコ
ヒーレンスは概して高い値を取るのに対して、震災を挟む２画像においては、液状化によって地表面が変
化した場所ではコヒーレンスが低下する。従って、これらコヒーレンスの差分を求めると、液状化した場
所では値が大きく、そうでない場所では値は小さい。差分値に適切な閾値を設定すれば、液状化の範囲が
推定できる。このようにして抽出した液状化の範囲を、国土交通書が実施した調査結果と比較したところ、
両者には良好な一致が見られ、本方法の有効性が確認できた。
課題番号 P2012-2
研究課題 多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究
研究者（所属） 青梨和正（気象庁気象研究所台風研究部）
担当教員 高村民雄
（Title）Study on hydrometeor retrieval using multi-frequency microwave radiometer data
（Abstract）
We have been developing a forward calculation method for high frequency microwave for 
retrieval of water subsistance using Microwave Imagers（MWI）. In order to validate the developed 
method, we have been applying the forward calculation method to the Global Satellite Mapping of 
Precipitation（GSMaP）MWI precipitation retrieval algorithm over land and coast, and comparing 
the retrievals with precipitation observations. The GSMaP algorithm over land and coast for TMI 
consists of the forward calculation part and the retrieval part. In the forward calculation part , we 
derive look-up tables（LUTs）between high-frequency（37 and 85 GHz）polarization-corrected 
brightness temperature（PCT）depressions and the surface precipitation using the radiative 
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transfer model（RTM）. In this calculation, we use a priori information from Japan Meterological 
Agency（JMA）global analysis and statistical models of precipitation-related variables（profile, 
convective/stratiform ratio, particle size distribution（PSD）, etc）derived mainly from the TRMM 
observation. The retrieval part finds surface precipitation rates that give forward-calculated PCT 
at 37GHz（PCT37）and 85 GHz（PCT85）best ﬁt with the TMI TBs. The conventional algorithm 
generally underestimates PR surface rain（Rainsurf）, in particular, for shallow precipitation events. 
This algorithm, however, occasionally overestimates deep, convective precipitation.
The present study developed new forward calculation method that alleviates the above 
retrieval bias. In this method, we assumed that the retrieval bias resulted from the error of 
a priori information. Then, we derived the indices of a priori information from MWI TBs that 
affected the relation between MWI TBs and the surface precipitation, using TRMM MWI（TMI）
and Precipitation Radar（PR）data sets. Then, we corrected the forward calculation part of 
the algorithm with these indices. As the first step of the development , we performed forward 
calculation experiments to examine the dependency of PCT depressions to a priori information of the 
precipitation-related variables. The results show that PCT37 depression was sensitive to freezing 
level height（FLH） and depth of frozen precipitation（DFP）while it had little sensitivity against 
other frozen precipitation properties. It was also found that PCT85 was much sensitive to the DFP 
and other frozen precipitation properties than PCT37. As the MWI index for DFP, we introduced the 
ratio of PCT85 depressions to PCT37 depressions（R8537）as the index of the frozen precipitation 
depth. We expressed R8537 in terms of ratio of precipitation retrieved from PCT85 depression（rain85）
to those from PCT37（rain37）using the conventional over-land algorithm. We also employed PCT37 
in no rain areas（PCT37nr）for the indirect index of FLH, since PCT37nr can be regarded as a 
function of surface temperature.
Then, we checked the PCT depressions to the above MWI indices by comparing TMI retrievals and 
PR Rainsurf for 1998, for various R8537 and PCT37nr classes. The results show:
1）Relationship between Rain37 and Rainsurf mainly depends on PCT37nr. Rain37 generally 
underestimated Rainsurf for cases with PCT37nr lower than 290 K.
2）Relationship between Rain85 and Rainsurf was very sensitive to R8537.
　Then, we derived linear ﬁtting coefﬁcients between Rain37, Rain85 and Rainsurf for each R8537 
and PCT37nr class for 1998. The new forward calculation method used these ﬁtting coefﬁcients for 
the statistical correction of the LUTs.
We validated the performance of the new forward calculation method using TRMM TMI and PR 
data sets for 2003. Comparison between TMI retrievals and PR Rainsurf indicates that the new 
forward calculation method alleviated negative bias of the TMI precipitation retrievals over land and 
coast, compared to the conventional algorithm. The zonal mean of TMI retrievals and PR Rainsurf 
indicates that the new forward calculation method also reduced the zonal mean retrieval error over 
land and coast, in particular over low PCT37nr regions.
（概要）
我々はマイクロ波放射計（MWI）データを用いた、水物質リトリーバルのため、高周波のマイクロ波の
前方計算法を開発してきた。この前方計算法の検証のため、開発した前方計算法をGSMaPプロジェクト
の陸上・海岸のMWI降水リトリーバルアルゴリズムに適用して、その出力をレーダ等の降水観測データ
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と比較してきた。GSMaPのTRMM マイクロ波放射計（TMI）陸上・海岸リトリーバルアルゴリズムは、
前方計算部分－簡単な降水雲モデルとマイクロ波の放射伝達モデル（RTM）を使って、降水強度と輝度
温度の関係を求める－と、リトリーバル部分－37, 85GHzのPolarization-corrected temperature（PCT37, 
PCT85）のdepressionと最も良く合う、前方計算値を与える降水強度を求める－から構成される。従来は、
この前方計算にa priori情報として、全球解析値の地表面・大気情報や統計的降水物理量モデルを使って
いた。このアルゴリズムは、低周波の輝度温度も使える海上のリトリーバルアルゴリズムに比べてTRMM 
Precipitation Radar（PR）地上降水強度（Rainsurf）との対応が悪い。即ち、陸上・海岸の降水リトリー
バルは、全般的にはRainsurf過小評価する傾向があるが、陸上では、PRよりも過大になる地点もある。
本研究は、上記リトリーバル誤差を軽減する新しい高周波のマイクロ波の前方計算法を開発した。本研
究は、上記リトリーバル誤差が、前方計算に与えるa priori情報の誤差に起因すると仮定した。これに基
づき、MWI TBからPCT depression と地上降水強度の関係に影響するa priori情報の指標を取り出し、こ
れらの指標を用いて前方計算部の補正を行なった。
この開発の第１ステップとして、PCT depression と地上降水強度の関係に影響するa priori情報を
見つける前方計算実験を行った。その結果、GSMaP陸上・海岸リトリーバルアルゴリズムで主に使う、
PCT37 depressionは固相、液相の降水層の厚みに感度を持つことがわかった。
次に、MWI TBから固体降水層の厚みと雨の高さ（FLH）の指標を以下のように導出した：　１）　固
体降水層の厚みの指標として、PCT85 depressionと PCT37 depressionの比（R8537）を導入した（但し、
R8537は、85, 37 GHz depressionからリトリーバルした降水強度（Rain85,Rain37）の比の形で表現した）。
２）FLHの指標として、降水域の周辺のʻ降水なしのPCT37’（PCT37nr）を求めた。
　これらの指標（R8537とPCT37nr）に対するRain37とRainsurfの、依存性を1998年のTRMMデータ
についてチェックした。その結果：１）Rain37/Rainsurfは、主にPCT37nrに依存し、PCT37nr> 290 K
の領域（乾燥域）では、過大になること；２）PCT37nr ～ 280K（モンスーン域や熱帯雨林域を含む）で
は、Rain37/Rainsurfは過小になること；がわかった。
上記結果に基づき、我々は、降水タイプ毎に、R8537とPCT37nrでクラス分けした、1998年のRain37
とRainsurfの線形回帰係数を求めた。そして、この回帰係数を用いて前方計算値を補正した。
この新しい前方計算法の検証を2003年の陸上・海岸のTMI,PRデータを用いて行った。その結果、従
来見られていたTMIリトリーバルのPRに比べた過小評価が緩和された。また、TMIリトリーバルの陸上・
海岸の帯状平均の誤差が、特にPCT37nrが低温になる領域で軽減されている。
課題番号 P2012-2
研究課題 地表面放射収支解明のための大気放射量と地表面温度の推定
研究者（所属） 菅原広史（防衛大学校）
担当教員 高村民雄
（Title）Estimation of downward logwave radiation and surface temperature for surface radiation 
budget analysis
（Abstract）
This study aims to develop an estimation metrology of longwave downward radiation flux and 
surface temperature. The methodology should be used to evaluate radiation budget at the earth 
surface in the climate study. The methodology should be available in global scale and in long term. 
Therefore we focus on an application for cloudy days.
We evaluated a basic performance of the boundary layer model for the surface temperature 
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estimation. The model should include basic heat transfer process in the boundary layer; radiation 
and turbulence. It should be available for the local climate problems, e.g. water vapor increase by 
city warming. We found that the physical properties of ground earth soils are key parameteres in our 
model.
（概要）
本研究は地表面での下向き長波放射量および地表面温度の推定方法を開発する。開発の目的は、気候
変動研究において地表面の放射収支推定を全球規模で長期間にわたって行う際に使用することである。こ
のため、特に曇天時における推定方法について着目する。
地表面温度を推定するための大気境界層モデルについて、必要とされる基本性能を検討し、いくつかの
敏感度解析を行った。本研究の目的で使用するモデルは、大気境界層の基本的な現象（放射および乱流に
よる熱輸送）をおさえつつ、例えば都市温暖化による水蒸気量の増加といったローカルな（身近な）現象
についても適用可能であることが望ましい。モデル中に必要となるパラメータのうち、土壌の物性値につ
いての信頼できる研究例が少なく、このパラメータの推定手法の開発が次の研究課題であることがわかっ
た。
課題番号 P2012-2
研究課題 SKYNET データを利用した雲・エアロゾルの光学的特性
研究者（所属） 青木一真（富山大学）
担当教員 高村民雄・入江仁士
（Title）Optical properties of cloud and aerosol by using SKYNET data
（Abstract）
We collected data of Aerosol and Cloud optical properties during 1994 on the SKYNET observation 
network at each site in the world. Our study is an observation network to understand aerosol -cloud-
radiation interaction in the atmosphere. We provide the information, in this presentation, on the 
optical properties of aerosol and cloud with respect to their temporal and spatial variability. The 
global distributions of aerosol have been derived from satellite data, and have been simulated in 
numerical model, which assume optical parameters. However, these distributions are difficult to 
derive because of variability in time and/or space. SKYNET instrumentation has been designed to be 
effective for comprehensive understanding the climate change of the atmospheric
（概要）
過去から現在まで蓄積されたSKYNETデータの解析を行い、雲・エアロゾルの光学的特性が、様々な
観測地点において時間・空間変動がどのように起こっているか評価し、気候問題における基礎データとし
て整備してきた。また、地球観測衛星や数値モデル、LIDARやMAX-DOASのような地上観測、同様の観
測ネットワークを構築しているNASAのAERONETとの相互比較を行い、気候影響評価をする上での共通
問の解決につなげるため、基礎データの収集を行った。
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課題番号 P2012-2
研究課題 レーザーリモートセンシングによる木質バイオマス計測
研究者（所属） 加藤　顕（千葉大学　園芸学研究科）
担当教員 建石隆太郎・J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）Estimating Aboveground Biomass Using Laser Remote Sensing
（Abstract）
Above-ground biomass estimation is required to monitor forest biomass change for the international 
environmental policy. The biomass estimation has been derived from the stem volume equation using 
ﬁeld measured tree height and diameter at breadth height（DBH）. In this research, the terrestrial 
laser is used to measure stem volume directly from the laser point distribution. The automatic 
process is developed and introduced to ﬁnd stem location. Digital Terrain Model（DTM）is created 
from unclassiﬁed laser returns and the laser points at tree height and DBH are extracted to measure 
their tree parameters. Laser data can capture any irregular shapes of stems. The automatic process 
developed from this research is useful to make an accurate tree inventory used for the validation of 
satellite remote sensing.
（概要）
地上部の木質バイオマス評価は、国際的な環境政策において、経年的バイオマス変化のモニタリングを
する上で重要な課題である。これまでのバイオマス評価は、現地で計測した樹高と胸高直径を基に行われ
てきた。本研究では地上レーザーを用いることで地上レーザーの点群データから直接幹材積を測定できる
ようにした。特に、地上レーザーを用いて樹木計測を自動で行う手法を開発し、樹木位置図を作成するこ
とができた。樹高計測には正確な地形図を作成する必要があり、開発された手法を用いることで、デジタ
ル地形図（DTM）を分類されていないレーザー点群から作成することに成功し、樹高や胸高直径の位置
でのレーザーデータを抽出して、樹木パラメータを計測できるようにした。その結果、地上レーザーを用
いるだけで不定形な幹形状を正確に計測できるようにした。本研究で開発された自動解析手法によって毎
木調査を正確に行うことができるため、衛星データの解析結果の検証用データとして現地バイオマスデー
タが提供できるようになった。
課題番号 P2012-2
研究課題 MODIS データを用いたスリランカにおける象の保護支援に関する研究
研究者（所属）
PERERA Liyanage Kithsiri（Faculty of Engineering and surveying, University 
of Sothern Queensland）
担当教員 建石隆太郎
（Title）Supporting Elephant Conservation in Sri Lanka through MODIS imagery
（Abstract）
The latest government sponsored national elephant survey was conducted is Sri Lanka in 2011, 
revealing the number as 5,879. This is about 10% of the total elephant population of the sub-
continent. The forest cover, the living environment of these elephants in Sri Lanka is about 19,500 
sq km（2012 estimation）. Although the estimated forest area is about 30% of the country, much 
smaller forest patches where elephant or even other smaller animals cannot survive are also counted 
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into same category. However, many studies have pointed out that a herd of elephants need about at 
least 100 sq km of forest patch to roam. The available forest cover suitable for these wild beasts in 
Sri Lanka is critically limited. With a very high human population density of the island（332 people 
per sq km, 2010）, the pressure for land to feed people and elephants is becoming critical, putting 
the lives of both sides at risk in rural areas. Resent reports indicated about 250 elephants are killed 
annually by farmers in man-elephant conflicts. From the other hand, dozens of people are also 
killed by wild elephants, where most of the cases are reported within poor male famers. Apart from 
various local level remedies for this issue, the conservation of elephant population can be supported 
by remote sensing imagery based studies. Freely available MODIS sensor imagery can be considered 
as a successful candidate for the purpose, due to the speciﬁcation of data. The advantage of spatial 
resolution of MODIS image（250m x 250m）to automatically ﬁlter out very small forest patches in 
the mapping process comes ﬁrst. Secondly, the daily receiving of imagery helps to monitor micro-level 
temporal forest cover changes, which helps to understand possible local level movements of elephants. 
However, the coarse image resolution is not capable to delineate ﬁner boundaries between forest and 
settlements and farmlands. This study used MODIS 250m imagery to map Sri Lanka’s forest cover
（2012）and examined the possibility to identify sizeable forest patches that these giants can roam. 
Finer resolution images available in Google Earth were used to conduct the accuracy assessment 
and also to examine the structure of forest- rural village-farm environment. The actual elephant 
movement information was gathered from local authorities and existing and potential bio-corridors 
were tried to identify.  In future research steps, monthly forest cover maps and ﬁeld investigations 
are vital to attain a clear understanding of elephant movements. Such information will provide a very 
inﬂuential source of data for wild elephant conservation of Sri Lanka.
課題番号 P2012-2
研究課題 SKYNET データを用いた大気特性量の検証
研究者（所属） 久慈　誠（奈良女子大学 理学部）
担当教員 高村民雄
（Title）A validation study of atmospheric properties with SKYNET data
（Abstract）
It is important to investigate validity of atmospheric products, such as aerosol, cloud, and water 
vapor, retrieved from ground-based and satellite observed data.  We examined SKYNET ground-
based observation data.  Firstly, we made a statistical data analysis of Optical Particle Counter（OPC）
and LIDAR under the visibility hindrance condition.  As a result, it was conﬁrmed that a proportion 
coefﬁcient between atmospheric extinction coefﬁcient and visibility varied by factor two under the 
visual hindrance condition compared to the normal one. We further investigated the results with 
observation data with a sky radiometer, and had a preliminary result that the proportional coefﬁcient 
between atmospheric extinction coefﬁcient and visibility was also different depending on atmospheric 
phenomenon types such as Kosa and haze.  It is suggested that the characterization of atmospheric 
phenomena should validated with the ground-based and satellite observation.
― 81 ―
（概要）
本研究では、地上観測データと衛星観測データを比較することで、それらから導出されるエアロゾル、
雲、水蒸気等の大気プロダクトの相互検証を行う。本年度は、地上観測データから得られる大気プロダ
クトの特性について調べた。具体的には、SKYNETの観測サイトの一つである長崎県福江島での地上観測
データ（OPC及びライダ）の統計解析を行った。具体的には、大気の消散係数と視程の関係式の反比例
定数の特徴について調べた。解析の結果、黄砂や煙霧が観測された視程10km未満の視程障害時に、大気
の消散係数と視程の関係式の反比例定数が、平常時と比較して、２倍以上の違いがあることが確認できた。
そのため、視程障害時には視程観測データから大気の消散係数を推定する際に注意が必要である。さらに、
スカイラジオメータによる観測データを加えて複合解析を行ったところ、黄砂や煙霧といった大気現象に
よっても反比例定数に違いのある事が明らかになった。今後は、衛星観測データ等も含めて大気現象の特
徴づけを行う予定である。
課題番号 P2012-2
研究課題
ミリ雲波レーダと衛星および地上観測による雲物理量解析と広域および局所雲
水量評価
研究者（所属） 鷹野敏明（千葉大学 大学院工学研究科）
担当教員 高村民雄
（Title）Analysis for physical parameters of clouds using the millimeter wave cloud proﬁling radar 
and ground and satellite based facilities and evaluation of global and local cloud liquid water
（Abstract）
FALCON-I, the high resolution cloud profiling Doppler radar, can observe clouds with the 
sensitivity of -30 dBZ at 5 km with high spatial resolution of 15m in the ranging direction and 0.2 ° 
in the horizontal direction. This project aims deriving physical parameters of clouds using FALCON-I 
and facilities of SKYNET with those simultaneous observations. We made campaign observations 
in September to November, 2012 in Kimitsu/Chiba and Fukue/ Nagasaki SKYNET site and derived 
precise data of LWPs. We have assumed log normal distributions of cloud particles for calculation of 
LWPs. Derived LWP with FALCON-I data are correspond with those with microwave radiometers 
when the radar reflectivity factor are smaller that about -15 dBZ. These results will be useful to 
investigate characteristics of clouds in order to make global model of atmosphere.
（概要）
我々が開発したFALCON-Iはミリ波の雲観測用レーダで、95GHzを用いることにより、高度５kmにおい
て-30dBZの高感度で雲検出とドップラ測定が可能で、高度方向に15m、水平方向に0.2度角の高い空間分
解能を有している。FALCON-Iのこの特長を生かして、本計画では、CEReSが運用しているSKYNET、お
よび衛星と同時観測を行い、その結果を解析することで、雲物理量解析を進めことをねらった。2012年９
月から11月に千葉県君津市および長崎県五島市福江島のSKYNET福江サイトでの集中観測を行い、局所的
な詳細な雲水量（LWP）データを算出し比較した。FALCON-Iのレーダ反射強度の結果からLWPを算出す
るには、雲の水滴粒径分布にLogNormal分布を仮定した。その結果、FALCON-Iで得られたLWPと、マイ
クロ波放射計で得られたLWPは、雲のレーダ反射強度が-15dBZより弱い雲においては相関は良く、ほぼ
一致することがわかったが、絶対値にオフセットが残っていること、強度の強い雲では一致しないこと、
などの問題点が残った。これらの結果は、雲と大気の特性をモデル化する上で極めて有用な情報と言える。
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課題番号 P2012-1
研究課題 静止衛星からの UV-Vis-IR 観測による対流圏オゾンリトリーバル手法の研究
研究者（所属） 北　和之（茨城大学 理学部）
担当教員 齋藤尚子・入江仁士
（Title）Investigation of retrieval technique of tropospheric ozone from UV-Vis.-IR spectra measured 
from a geostationary satellite
（Abstract）
Accompanying with recent development of industry and economy in Asian countries, emissions 
of air pollutants have been increasing significantly. Long-range, transboundary transport of these 
pollutants probably affects the atmospheric environment and the regional climate in this region. In 
Japan, surface ozone concentration has been gradually increasing and photochemical smog sometimes 
occurs not only in urban regions but also in remote areas, and one of the causes of this ozone increase 
is considered to be transboundary transport of polluted air masses in East Asia. 
Geostationary（GEO）satellite observation of air pollutants, such as ozone, over Asia is expected 
to contribute to understanding the photochemical and transport processes as well as the spatial and 
temporal variation of their emissions in this region. However, because a GEO satellite measures 
spectra of solar scattered light in the midlatitudes along a very slant path, most of UV light is 
scattered above the lower troposphere including the planetary boundary layer. Thus, the retrieval 
of ozone from UV（Huggins bands）scattered spectra is less sensitive to ozone near the surface in 
this region. On the contrary, the visible（Chappuis bands）light scattered near the surface can be 
measured from the GEO satellite. Therefore it is possible to retrieve ozone in the lower troposphere 
from simultaneously measured UV and visible spectra. Simulations of this retrieval were conducted 
to estimate the precision, and have shown that the ozone concentration below an altitude of 3 km can 
be estimated with the precision better than 50 percent when ozone mixing ratio is about 100ppbv. 
In order to conﬁrm the precision of DOAS ﬁtting for visible spectra, olar direct light spectra were 
measured, indicating that ozone column amount can be retrieved both from visible and UV spectra. 
Inﬂuence of aerosol extinction on the lower tropospheric ozone evaluation has also been estimated.
（概要）
対流圏オゾンは、化石燃料の燃焼などで放出される窒素酸化物等のオゾン前駆気体から光化学反応で
生成する。日本では、各種規制によりオゾン前駆気体の放出量・大気中濃度ともに減少傾向にあるが、
1980年代後半より対流圏オゾン濃度は逆に増加傾向にある。その原因として、アジア大陸などからの越
境汚染の影響などが挙げられているが、正確にはまだよくわかっていない。
地表オゾン（オキシダント）濃度については、日本では全国常時監視局でのモニタリングネットワー
クで測定されているが、境界層～下部自由対流圏を輸送されてくるものに関してはその量を地上での直接
測定のみで評価することは困難である。地上からの紫外分光リモートセンシング観測では従来成層圏成分
と対流圏成分の分離が難しかったが、対流圏カラム量を分離して推定する手法として近年MAX-DOAS法
が開発・発展し、二酸化窒素などいくつかの成分についてはよい精度での観測が可能になってきており、
徐々に観測がネットワーク化しつつある。しかし、成層圏成分が圧倒的に多いオゾンについては、MAX-
DOAS法によっても、よい精度で対流圏成分を分離して測定することが難しい状況である。
紫外分光リモートセンシング観測により地表付近のオゾン量を推定することが難しい一因は、紫外光
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では地表付近の散乱が強いことがあげられる。オゾンは可視域にもChappuis帯の吸収があり、可視光の
リモートセンシングでもカラム量の定量が可能である。そこで、山頂から、斜め下方を可視紫外で同時分
光観測を行うことで、両者での散乱の差から下部対流圏オゾン量を分離して推定することが原理上可能で
ある。しかし、Chappuis帯の吸収断面積は比較的小さく、しかも吸収の波長依存性が小さいので、差分
吸光フィッティングによるオゾンカラム量推定が難しく、また地表反射光の影響が無視できないので、地
表反射スペクトルの把握も重要である。さらに、エアロゾルによる散乱は有効光路長を大きく変化させる
ため、正確に見積もる必要がある。
　今回、可視域Chappuis帯での差分吸光フィッティングの精度が十分であるか確認するための太陽直達
光観測および地表散乱光スペクトルの推定、さらにエアロゾル推定による誤差推定について報告する。
直達光観測
　可視域Chappuis帯での差分吸光フィッティングの精度を確認するため、紫外および可視の２波長域で
ほぼ同時に太陽直達光観測を行い、そのデータ解析によりオゾンカラム量を推定した。太陽直達光観測で
は、可視および紫外域で光路長が有意に異なる散乱光と異なり、波長によらず光路が同じとみなして良い
ので、紫外および可視の両波長域で求めたオゾンカラム量は一致するはずである。
観測は、2012年11月16日茨城大学構内にて実施した。太陽追尾装置（TM-2DX）に減光フィルターを
装着して、太陽直達光を石英光ファイバーで分光器（MAYA2000pro）に導入した。分光器の波長分解能
は約0.5nmで、光信号は感度の高い裏面照射型CCDにより16bit分解能で記録される。露光（積分）時
間は0.1秒で、100スペクトルを一度に観測した。図１は、可視（450 ～ 680nm）および紫外（320 ～
370nm）で当日の夕方に観測されたスペクトルを、太陽天頂角の小さい昼のスペクトルで割り対数を
取ったものである。それに差分吸光フィッティングで求めた各成分の吸収スペクトルと比較している。
このフィッティングで得られたオゾンカラム量は、可視および紫外域でそれぞれ7.68×1,018cm-2およ
び7.41×1,018cm-2と４%の範囲で一致している。当日の気象庁によるつくばでのオゾン全量は7.66×
1,018cm-2であること、および図２に示すように紫外域でのフィッティング残差に、オゾン吸収断面積に
似た構造が見られることから、不一致の原因は紫外域分光計の装置関数の誤差によるものと考えられ、可
視域でも正しく対流圏オゾンについてオゾンから無料が推定できるものと考えられる。現在、装置関数推
定手法の改善を行っている。
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図１　可視域（左）および紫外域（右）での、対数規格化した太陽直達光スペクトルと差分吸光フィッティングで求
めた各成分の吸収スペクトルの例
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図２．紫外域における対数規格化した太陽直達光スペクト
ルに差分吸光フィッティングを行った残差スペクト
ルの例
エアロゾルによる下部対流圏オゾン量推定への影響
　紫外可視分光リモートセンシング観測により地表付近のオゾン量を推定するためには、両波長域での太
陽散乱光の各高度での等価光路長を正確に推定する必要がある。そのために問題となるのは、エアロゾル
による光路長変化である。紫外可視散乱光観測では、O４のカラム量測定を通じて、２～３波長でのエア
ロゾルの光学厚を推定することが可能であり、おのおのの測定時のエアロゾルによる影響をある程度推定
可能である。しかし、エアロゾル高度分布や単一散乱アルベドなどについての情報を得ることは困難であ
る。よって、それらの不確定による誤差について理解しておく必要がある。まずシミュレーションにより、
これらの誤差の影響についての推定を行う。
　シミュレーションは、SCIATRAN ver.３（Rozanov et al., 2005）により、以下の仮定の下に行っ
た。観測地点は東京で、夏至を仮定し太陽天頂角は22.8 °である。気温気圧高度分布は、U.S. standard 
atmosphere（1966）の mid latitude spring/fall、オゾン他の高度分布は、NASA TRACE-P観測による
春期東アジアでの平均オゾン高度分布（Kita, private communication）を使用した。地表面アルベドは、
0.1とした。エアロゾルの高度分布は、つくばでのライダー観測による消散係数の月ごとの平均高度分布
に、高度０-1.5km、1.5km以上の２層に分けてスケールハイトを仮定し高度とともに単調に減少する関
数をフィッティングして作成した。エアロゾル粒径分布や単一散乱アルベドなどについては、（Hess et 
al.,1998）の４種類のエアロゾルタイプ（Continental average、Urban、Maritime and continentおよび
Maritime clean）を想定した。
　これらの仮定の下で、等価光路長を表すAir MASS Factor（AMF）がエアロゾルの諸パラメータの違い
によりどのように変わるか、それが対流圏オゾン推定にどのような誤差をもたらすかについて、推定を現
在行っている。図３は、１月のエアロゾル高度分布と４種類の各エアロゾルタイプを仮定して推定された
可視および紫外域でのAMFの高度分布である。
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図３（左）紫外および（右）可視において、各高度で推定されたAMF値。エア
ロゾルがない場合と４種類のエアロゾルタイプを仮定した場合を比較して
ある
一見AMFにはエアロゾルによる大きな違いは存在しない。しかし、消散係数は同じでエアロゾルタイ
プのみ変更した場合に、下部対流圏オゾン推定値がどの程度変化するか調べたところ、場合によっては
59%も変化することがわかり、主に単一散乱アルベドの違いによるものと考えている。それも含めて、
エアロゾルによる誤差をどの程度小さくできるか、対流圏オゾン導出にさらに改善が必要である。
2.2.3.　第３プログラム共同利用研究の詳細
課題番号 P2012-3
研究課題 甲府盆地の小地域気象情報の無線伝送による集約・提供システムの構築
研究者（所属） 尾藤章雄（山梨大学教育人間科学部）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Construction of the wireless communication network system of acquisition & supplying detail 
methodological data information in Kofu Basin
（Abstract）
Wireless communication network system of acquisition methodological data information is 
successfully constructed. GPS data from Mobile Phone & Weather data（temp, Humidity, Air 
pressure）from Davis Vantage Pro2 weather stations via APRS system are compared by connecting 
programs and indicated at the Internet Google Map on real time operations. In the experiment at 
the winter morning shows that ,in Kofu Basin, there are small Heat-Island around the Kofu DID, 
and also exist some pools of cold air in the southern suburbs. It could be new excellent system as a 
micro AMeDAS（Automated Meteorological Data Acquisition System; Japanese ofﬁcial weather data 
acquisition system）in these local small areas around the city.
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（概要）
音声パケットの無線伝送とインターネットを接続したAPRSシステムを利用し、移動する気象ステー
ションが提供する温度、湿度、気圧のデータを、携帯電話の位置情報と組み合わせることにより、地点ご
とのミクロな気象情報を取得してインターネット上の地図に小地域の気象情報を常時集約・提供できる
ネットワークシステムを構築することに成功した。
　冬季の早朝に２基のDavis社のVantagePro２（気象ステーション）を自動車に積載して甲府盆地内で
同時に移動させ、甲府市周辺の約10キロ四方の地域内に生起する微妙な温度、湿度、気圧の差をインター
ネットのGoogle Map上に表記したところ、甲府市中心部の小さなヒートアイランドの形成と、盆地南部
における冷気湖の存在が明らかになった。
気象庁の設置したアメダス観測システムが、約10キロ四方に１カ所の割合で１時間ごとに気象データ
を提供しているが、甲府盆地のような小さな地域でヒートアイランドの存在が予想される都市部周辺にお
ける複雑な気象現象を把握する時には、移動可能な気象ステーションによるリアルタイムの観測には大き
な意義がある。なお、気象ステーションの位置情報は、携帯電話のGPS情報をAPRSdroidソフトで伝送
したものをサーバーから取得して利用し、同時刻の気象ステーションから取得した気象データとプログラ
ム上で結合した。山梨大学にAPRS基地局を設置したので、甲府盆地全域からの無線による気象データ取
得が可能で、さらに気象ステーションを増やして多地点同時気象観測システムに拡張可能である。
課題番号 P2012-3
研究課題 インドネシア地域における衛星データを使用した降雨量と海洋の熱交換の関係
研究者（所属） 大澤高浩（ウダヤナ大学 海洋科学リモートセンシング研究センター）
担当教員 本郷千春
（Title）Relationship between Rainfall and Ocean Heat ﬂux by Satellite data in Indonesia
（Abstract）
In recent years, the variation changing of the monsoon season and water shortages have been 
frequently reported in Indonesia. These changes have influenced for agriculture, fisheries and 
tourism. In this study Ocean heat flux（latent heat, Sensible heat）is estimated from satellite 
data by　microwave and infrared radiometer. Rainfall data from 1998 to 2006 by TRMM satellite, 
microwave radiometer and the observed ﬁeld data are collected and analyzed by the statistical and 
time series methods.
In Indonesian ocean, The heats transports from the ocean to the atmosphere are emitted annually, 
the sea lose heat from the ocean to the atmosphere. On the seasonal variations of dry and the rainy 
season, it was found that the release of heat is low during dry season while it’s high during the 
rainy season relatively.  Pacific ocean showed the largest heat variation. The heat release from 
the ocean was found to be mainly latent heat. The amount of heat released from the ocean to the 
atmosphere was increased from 1988 to 2006. The relationship between heat balance and rainfall 
show proportional relationships. The increasing of monthly accumulated rainfall showed proportional 
with the amount of heat exchange from the ocean to the atmosphere in Paciﬁc , Banda, Indian ocean 
and Indonesian sea.
（概要）
近年インドネシア地域での降雨量の減少に伴う水不足及び、モンスーン季節の変動の変化が報告され
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ている。それらの影響により農業、水産、観光等への多くの影響が懸念されている。 本研究は、インド
ネシア全域を対象に、1998年から2006年の８年間の期間、熱赤外放射計とマイクロ波放射計の衛星デー
タから積算される熱フラック（潜熱、顕熱）とマイクロ波放射計（TRMM）の降雨データに、時系列と統
計的な解析手法を試みた。
インドネシア海域においては、大気海洋間の正味の熱輸送は、年平均では上向きで、海洋は大気へ熱を
失っている。雨季と乾季での季節変動においては、乾季の間、海洋からの熱の放出量は低く、雨季におい
ては、海洋からの熱の放出量が高いことがわかった。又、顕熱、潜熱とも太平洋近海で熱輸送の変動が最
も大きく、海面からの熱放出は、主として潜熱によることがわかった。年平均の変動においては、1998
年から2006年の８年間の間、海洋から大気への正味の熱の放出量は、増加傾向にあることが示された。
　太平洋、バンダ、インド、インドネシア海域において、降雨量と熱収支の関係は、比例の関係にあり海
洋から大気への熱交換が行われると降雨量が増える傾向が示された。
課題番号 P2012-3
研究課題 異なる衛星データを用いた景観解析のスケール効果に関する研究
研究者（所属） 原慶太郎（東京情報大学）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Multi-scale effect on landscape pattern analysis with a range of spatial resolutions
（Abstract）
In recent years, identifying the relationship between spatial pattern and scale has emerged as a 
central issue in ecology and geography. Scale has been deﬁned by grain, or resolution here. Bias in 
the results will occur if the scale is wrongly selected for landscape evaluation. In particular, with 
remote sensing becoming widespread, monitoring and detection on landscape dynamics from local to 
global scale has become available, selecting a satellite with appropriate spatial resolution for research 
objective scale is thus becoming essential.
Moreover, it is necessary to understand scaling among different satellite data, which is important 
for improving the efﬁciency of remote sensing. In this research, satellite data of various resolution, 
QuickBird（2.5m）, ALOS AVNIR-2（10m）, Terra ASTER（15m）and Landsat ETM+（30m）, 
were employed to analyze the scale effects of grain size. The research was implemented at Azeta, a 
typical Yatu landscape located in Sakura City, Chiba prefecture. Land-cover classiﬁcations were ﬁrst 
implemented using the Maximum Likelihood Method on satellite data of various resolution.
　Based on the results, classiﬁcation maps from each satellite image were systematically resized from 
their original pixel size and a series of coarser resolution maps were created through the majority 
rule. Finally, nine of landscape metrics imbedded in the FRAGSTATS were derived from these 
aggregated categorical data for landscape pattern analysis. The results indicated that most landscape 
metrics obviously increased/decreased in scaling relations such as power-law and logrithmic among 
the satellites having various resolutions.
（概要）
景観構造特性がスケールとともにどのように変化するかを把握することは、生息地の保全管理計画の
策定などに重要である。現在、様々な空間分解能とスペクトル特性を持つ衛星データの応用が可能となっ
てきたが、異なる衛星データにおける空間パターンのスケール効果またはスケーリングの関係にどのよう
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な違いがあるかについての研究が不十分であった。本研究では、異なる衛星データを用いた土地被覆分類
図を作成して、解析対象の範囲を同一にしたセルサイズの変化とセルサイズを同一にした異なる範囲の変
化が景観構造特性へ与える影響について、衛星データ間でどのように異なるかを明らかにすることを目的
として解析を行った。
セルサイズの変化が景観構造特性に与える影響の解析には、まず、千葉県北総地域の畔田地区を対象
地として、各衛星データ（QuickBird（2.5m）、ALOS/AVNIR-2（10m）、Terra/ASTER（15m）、Landsat/
ETM＋（30m））の土地被覆分類図を教師付分類（最尤法）により作成した。次に、多数法を用いて各
衛星データの土地被覆分類結果を元のセルサイズから100mまで５m間隔にリサンプリング処理を行い、
FRAGSTATSを用いてスケールごとの景観構造の解析を行った。その結果、いずれの衛星データも元の画
像において多数分布していた小さなパッチがセルサイズの拡大に伴って、周辺にある大きなパッチに統合
されていることが明らかになった。このように、森林や市街地のようなパッチサイズが大きい土地被覆タ
イプはセルサイズの拡大とともに面積の割合がますます大きくなり、草地や耕作地などのパッチサイズが
小さい土地被覆タイプはますます小さくなった。これより、空間分解能が高い衛星データであるほど景観
構造特性のスケール効果が顕著となり、スケールにより依存していることを把握した。
また、各景観構造特性のスケーリング関係をタイプ分けした結果から、セルサイズの変化に応じてパッ
チ数、パッチ密度、合計エッジ長、エッジ密度、景観形状指数、平均パッチサイズ、周長-面積比、平均
最近隣指数はクラスレベルと景観レベルのいずれにおいても一致性と頑健性があり、セルサイズが拡大す
るにつれて規則的に変化して、スケールの外挿に伴う空間情報のロスが少ないことが明らかになった。つ
まり、それらの指数は異なる衛星データにも関わらず、異なるタイプの景観でもスケールの変化に対して
一致性と頑健性が高いことを意味する。同一の空間分解能における景観構造の衛星データ間比較の結果か
ら特定の空間パターンを反映するには衛星データによって明らかに差があり、異なった解釈結果になるこ
とが示された。そのため、対象物の空間パターンのスケールに応じてそれを正確に反映できる衛星センサ
の選択が重要となる。
課題番号 P2012-3
研究課題 東日本大震災後の南相馬市における休耕地の実態把握
研究者（所属） 原田一平（東京情報大学）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Analysis of fallow ﬁelds in Minamisoma city after the Great East Japan Earthquake
（Abstract）
It is expected by the damage caused by rumors and fixture restrictions not only in the damage 
to farmland caused by the earthquake and tsunami of the Great East Japan Earthquake on March 
11, 2011 but the ﬁrst Fukushima nuclear power plant accident that a fallow land and an abandoned 
cultivated land are expanded. This research grasps the actual condition of the fallow land outside the 
evacuation zone within the range of a radius of 30 km from the ﬁrst Fukushima nuclear power plant, 
and aims at supporting resumption of disaster victim farming.
During a period from September 1, 2012 to September 3, I performed a ﬁeld work in a fallow ﬁeld 
of Minamisoma city, Fukushima, and gathered a sample（all 34 spots）of the agricultural soil. The 
radioactive material concentration of the extracted agricultural soil was measured with the radiation 
meter of LB-200（Berthold company）. As a result, in the agricultural soil of the hilly land which 
is a steep slope outside the evacuation zone, 9805 Bq/kg, 9306 Bq/kg, and a high-concentration 
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radioactive material were detected. Therefore, the radioactive material density was proved to greatly 
change by the topography as well as the then direction of the wind. In addition, 173 Bq/kg, 479 Bq/kg 
and radioactive material concentration were low, and, in the agricultural soil of the hilly land which 
is a steep slope of the evacuation zone（within 20 km range）, it became clear unconditionally from 
the ﬁrst Fukushima nuclear power plant that radioactive material density of the agricultural soil was 
not high so that distance was near.
The Ministry of Health, Labour and Welfare set up a new standard value（cesium 137 is 100 Bq/
kg（the old standard: 500 Bq/kg））from a long-term viewpoint. However, the present condition is not 
having progressed so that subjects, like the place which processes the waste which decontaminated 
not having been decided may occur and decontamination may consider. Since expansion of a fallow 
land is not avoided if this present condition is not overcome, the continued monitoring investigation 
is required.
・Acknowledgements
This research was supported by the Ministry of Economic Affairs Agriculture, Forestry and 
radiation Policy Division of the Minamisoma city. The authors would like to thank their support and 
provision of the agricultural soil radioactive material concentration measurement data.
（概要）
2011年３月11日の東日本大震災の地震や津波による農地への被害だけでなく、福島第一原子力発電所
事故による風評被害や作付け制限により、休耕地、耕作放棄地が拡大することが予想される。本研究は、
福島県第一原発から半径30km圏内の警戒区域外（南相馬市）における休耕地の実態を把握して、被災者
の営農再開を支援することを目的とする。
2012年９月１日から９月３日の期間に、福島県南相馬市の休耕地で現地調査を行い、農地土壌のサン
プル（全34地点）を採取した。採取した農地土壌の放射性物質濃度をLB-200（ベルトールド社）の放
射線測定器で測定した結果、警戒区域外（30km圏外）の丘陵地急斜面の農地土壌において、9,805Bq/kg, 
9,306Bq/kgと高濃度の放射性物質が検出された。この結果、放射性物質濃度は当時の風向きだけでなく、
地形により大きく変化する事が判明した。また、警戒区域内（20km圏内）の丘陵地急斜面の農地土壌に
おいて、173Bq/kg, 479Bq/kgと放射性物質濃度が低く、一概にも福島第一原子力発電所から距離が近いほ
ど農地土壌の放射性物質濃度が高いわけではないことが明らかになった。
長期的な観点から新たな基準値（セシウム137が100Bq/kg（旧基準：500Bq/kg））を厚生労働省は設定
したが、除染した廃棄物を処理する場所が決まっていないなどの課題があり、除染が思うように進んでな
いのが現状である。この現状を打開しなければ、休耕地の拡大が避けられないため、今後も継続したモニ
タリング調査が必要である。
・謝辞
　東日本大震災後の南相馬市における休耕地の現状および農地土壌放射性物質濃度測定のモニタリングに
ついて、南相馬市役所経済部農林放射線対策課から情報提供して頂いた。ここに、記して謝意を表する。
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課題番号 P2012-3
研究課題 デジタルカメラを利用した土壌炭素貯留量の評価法の開発
研究者（所属） 丹羽勝久（株式会社ズコーシャ）
担当教員 本郷千春
（Title）The evaluation method of soil carbon stock using digital camera
（Abstract）
To assess the feasibility of developing an efficient estimation method of soil carbon stock, the 
estimation of soil carbon stock using image of digital camera was carried out in Hokkaido. The 
regression analysis between the amount of carbon stock and RGB value of the image were executed, 
and the highest correlation coefﬁcient was derived from the red value. The result indicated that the 
image of digital camera with red value can be effective to estimate the soil carbon stock.
（概要）
土壌炭素貯留量を見積もるためには、①土壌掘削、②土壌サンプル採取、③土壌分析の３工程が必要
であり、膨大な労力がかかることが課題として挙げられる。そこで、本研究は、我が国の代表的畑地エリ
アである北海道十勝地域において、上述した土壌炭素貯留量把握の３工程の代替として、安価なデジタル
カメラを利用した評価法について検討することを目的として行った。
我が国の主要土壌である火山性土を供試土壌とし、16箇所で土壌断面調査を行った。そして、各層位で
攪乱試料と100cc採土管による不攪乱試料の採取を行った。攪乱試料については土壌炭素濃度、不攪乱試
料については容積重の分析に供試し、それらの分析結果から各調査地点の土壌炭素貯留量を算定した。ま
た、デジタルカメラで撮影した土壌断面の各層位別に土層および標準指標をRGBに色分解した後、土壌
炭素貯留量と色分解値との回帰分析を行った。その結果、土壌炭素貯留量と赤の色分解値との相関係数が
最も高く（R2=0.80）、高い精度で土壌炭素貯留量を評価できる可能性が示唆された。
課題番号 P2012-3
研究課題 チタルム流域における水稲の収量予測
研究者（所属） 牧　雅康（京都大学）
担当教員 本郷千春
（Title）Forecasting rice growth and yield in Citarum river basin
（Abstract）
From the view point of food security, observation of crop growth and estimation of crop production 
is eagerly required. Although satellite observations based on remote sensing have already been 
conducted, improvement on estimation accuracy is still necessary. One of the possible ways is 
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combination of remote sensing with crop growth simulation model. However, simulating results quite 
varied by parameters which were mostly determined by cultivar ecotypes. Accordingly, detection 
of rice ecotypes is probably quite informative and improves the estimating accuracy. This study 
preliminarily conducted research on detection of cultivar ecotypes by canopy spectral reﬂectance on 
the ground level for rice which is the major crop in Asia. 
We conducted field experiments in Kyoto in 2011 and 2012, with 8 cultivars（3 japonica and 5 
indica cultivars）including traditional and improved types, and indica and japonica types. Canopy 
multispectral reﬂectance of rice canopies was measured once a week by MS-720（Eko Instruments）
from 1m above canopy. Cluster analysis showed that canopy multispectral reflectance was 
signiﬁcantly different between cultivars. The difference depends on a form of plants and height and 
the result may enable us to distinct rice cultivars in plant communities.
Our previous study proposed a new indicator（TIPS: Time-series change Index of Plant Structure）
for leaf area index（Hashimoto et al., 2009）. Common vegetation indices such as NDVI are thought 
to indicate canopy coverage, suggesting that the difference between TIPS and vegetation index 
contributes to detect cultivar ecotypes in rice.
（概要）
本研究では、イネの広域評価型生育・収量予測モデルの開発に向けて、リモートセンシングとシミュ
レーションモデルの融合によって高精度で水稲収量を予測することを最終目的としている。
高精度モデルを構築するためには、リモートセンシングデータを用いて観測時の作物の生育状態を高
精度に推定することがまず始めに必要となる。我々が開発したLAIの時系列変化推定指標であるTIPS は、
既存の研究で一般的に用いられている指標よりも精度良く実際のLAIを推定することが明らかになった。
さらに、生育初期のTIPSを用いて生育・収量予測モデル内パラメータの補正を行い、その後のLAI生長
をモデルのみで推定したところ、現段階のシミュレーションモデルにおいても、精度良くLAI生長を推定
することが可能であることが分かった。
課題番号 P2012-3
研究課題 チタルム流域における農業用水渇水リスクの評価
研究者（所属） 吉田貢士（茨城大学）
担当教員 本郷千春
（Title）Assessment of spatial and temporal distribution of water scarcity for agricultural use in 
Citarum river basin
（Abstract）
For the rainfall-runoff analysis, TOPMODEL which was one of the distributed type model, was 
employed in this study. Distributed model can be included spatial distribution of meteorological 
phenomenon, hydrology and land use. Therefore, it is widely used for hydrological characteristics 
analysis, water management, water quality analysis and future forecast. TOPMODEL is consisted 
of three soil layers; root zone, unsaturated zone and saturated zone. Water content（WC）of root 
zone and unsaturated zone are calculated by distributed parameters. And WC of saturated zone is 
normally calculated by lamped parameters. However, in this study, WC of saturated zone also be 
calculated by distributed parameters. TOPMODEL needs only 3 parameters, so this model is easy to 
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link with GIS data. As the results of data analysis, it was possible to develop the complete distributed 
TOPMODEL that can reproduce the ﬂow quantity of the validation point.
（概要）
インドネシア国チタルム川は首都ジャカルタへの上水供給の８割を占めているが、人口の増大と工業
用水需要の増大から乾季には水不足が発生している。また、上流域における森林の違法伐採および農地で
の過剰な施肥により森林減少、土壌侵食、栄養塩流出が生じ、貯水池における深刻な堆砂・富栄養化問題
が起こっている（Poerbandono et al. 2006）。そこで流域全体の水・物質循環過程を対象とした水と汚濁
負荷物質の流れを解明することおよびその定量的な評価が必要不可欠である。
近年では流域水環境を評価する手法として、地形・土地利用・土壌条件・インフラ整備状況を考慮可
能な分布型流出モデルが注目されている。そこで本研究では水環境保全・改善に向けた栄養塩流出モデ
ルを構築し、水資源量と栄養塩流出の時・空間分布を把握することを目的とした。本研究では、降雨－
流出過程を時系列的、空間的に把握でき、GISデータとリンクが容易でパラメータ数が少ない完全分布型
TOPMODELを適用した。これに原単位法より算定された排出窒素負荷量を与えることで、チタルム川流
域における排出濃度の時・空間分布を推定した。
解析の結果、完全分布型TOPMODELを構築・適用することで、検証地点の流量をおおよそ再現できた。
そのため、流域内の水資源量の分布を推定することが可能となった。しかし、汚濁負荷解析については原
単位法での推定において流域内での負荷量が過大に評価された。そのため、今後、面源の物質循環を考慮
したデルの構築を検討する必要があると考えられた。今後は、構築されたモデルを用いて、土地利用の変
化や施肥量の削減などの排出負荷削減対策を想定したシナリオ分析を実施し、得られた空間分布から、対
策の優先度の高い地域の特定や下流域での水質汚濁軽減へ直接的につながる対策の検討を行う予定であ
る。
課題番号 P2012-3
研究課題 衛星リモートセンシングデータを用いた自然災害（Geohazard）の監視と予測
研究者（所属） 服部克巳（千葉大学大学院理学研究科）
担当教員 近藤昭彦・J.T. スリ　スマンティヨ
（Title）Geohazard Monitoring Using Satellite Remote Sensing Data
（Abstract）
The following two subthemes were dealt with in this research.（1）Study on Ionsospheric 
disturbances using GPS TEC（Total Electron Content）and（2）Satellite remote sensing for “geohazard 
monitoring/forecasting”. As for（1）, we applied the developed neural network -based ionospheric 
tomography algorithm to practical data which includes the possible anomalous changes for the 2011 
Tohoku Earthquake（Mw9.0）occurred on 11 March 2011. That is signiﬁcant increases 1, 3-4 days 
before the earthquake. The tomographic results on three days before the earthquake show that there 
are abnormal enhancements of electron density at lower Ionosphere. This feature is found different 
from the disturbances of solar origine. A future detailed analysis will be required to investigate the 
relationship with the earthquake. As for（2）, a new algorithm for cloud detection for night time data 
has been developed using MODIS data. The coukd detection results using new and old algorithms 
have been evaluated using LIDAR data. The new one is found much better than the old one. This 
improves the accuracy of cloud detection and removal and is able to dramatically reduce the faint 
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detection of lava activity for Shinmoedake volcano in Japan.
（概要）
本共同研究では以下の２つのテーマを実施した。
①GPS電波を利用した電離圏電子総数（GPSTEC）による電離圏擾乱の同定：今年度は昨年度開発した
ニューラルネットワークベースの電離圏トモグラフィーの実データ応用を行った。2011年３月11日に発
生した東北地方太平洋沖地震に関連する電離圏異常変動（地震の１、３－４日前にTECが有意に増加す
る現象を発見している）に開発した電離圏電子密度トモグラフィーを連続的に適用した。地震３日前につ
いて、電離圏下部に数時間継続する電子密度の異常増加は太陽活動による電子密度増加のパターンとは異
なることを発見した。また、大きな地震に先行する電離圏応答について磁気緯度依存性の有無についても
調査を開始した。
②衛星搭載マイクロ波放射計等のデータ解析：夜間MODISデータを利用した日本地域の火山の溶岩活動
監視アルゴリズムについて雲検知アルゴリズムについて混合正規分布を利用したアルゴリズムに改良し
た。新旧の雲検知アルゴリズムについてLIDARデータによると検証を行ったところ、従来のアルゴリズ
ムではLIDARのによる雲検知とはあまり一致しないが、改良したアルゴリズムを用いるとLIDARによる
雲検知と精度よく一致することがわかった。改良雲検知アルゴリズムを用い、新燃岳を対象とし、溶岩活
動検知を実施したところ、溶岩活動と雲との誤認識を劇的に減少させることに成功した。
課題番号 P2012-3
研究課題 衛星を用いた被災地復興の長期モニタリング
研究者（所属） 朴　鍾杰（東京情報大学）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Long-term monitoring of the disaster area reconstruction by satellite data
（Abstract）
A massive earthquake occurred Friday 11 March, off the Paciﬁc coast of the northeastern part of 
the Japanese mainland（Tohoku Region）, causing devastating damages. In this study, the area of 
sprinkling water was extracted by using ALOS AVNIR2 images. This also reports the combination 
use it gather and analyze accurate disaster information and monitoring using MODIS satellite data 
in disaster areas.
（概要）
2011年３月11日14時46分マグニチュ－ド9.0という非常に大きな地震が東日本を襲い未曾有の被害を
もたされた。（2011鎌形）この地震により発生した大津波は、東北地方の沿岸域の各市区町村は広範囲に
わたり壊滅的な被害を受けた。今回のような広域的な津波災害における被害状況を把握しようとする場
合、都市域内の局地的な状況が観察できる高解像度衛星画像を加えて、より広域を捉えた中解像度衛星画
像を用いて、被災エリアを把握していく事が災害後の戦略的対応のために有効となると考えられる。しか
し、津波による被災地抽出に関する研究は多く発表されているが、被災後の復興の状況に関するモニタリ
ングに関する研究は少ない。
　そこで、本研究では高解像度衛星による津波被災地の抽出を行い、高頻度で観測できる低解像度衛星に
よる被災地の変化をモニタリングすることを目的とする。
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２．研究方法
２－１）　高解像度衛星による津波被災地抽出
被災範囲は衛星の軌道方向を同じ南北方向に伸びているため、同一パスのALOS/AVNIR-2で大部分の被
災域を捉えることができた。
分類結果 ??????????????
　　　　　　　　　　　　　　図１　津波被災地の抽出
Segmentationは農地の区画を抽出するためにカラー情報の重みを重くし、またCompatnessに重みを重
くした。分類のためのGroundTruth抽出は、非被災地に森林域２種類（森林域（10）、山の影森林域（５））、
市街地（10）と農地（15）に分けて。被災地には海岸域の防風林（10）と農地２種類（海岸に近い農地
（10）、海岸に遠い農地（15））と水域に分けて選んだ。
２－２）　MOIDSによるモニタリング
　MODISの特徴、広域性と高頻度性、を用いて被災地の植生指数の変化を調べた。被災地の判定は高解
像度衛星の結果を用いた。被災地の変化を調べるために、被災前の2003年から2010年までの平均データ
を被災後のデータとの比較を行った。
図２　非被災地と被災地のおけるNDVI変化の比較
a）非被災地に NDVI 変化
2003 ～ 2010 農地 NDVI 平均
2003 ～ 2010 農地 NDVI 平均 2011 ～ 2012 年の農地
2011 ～ 2012 年の農地
b）被災地における NDVI の変化
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図２で農地におけるNDVIの変化を時系列で調べた。非被災地では８年間の平均NDVIとの変化がない
ことがわかる。しかし、b）の被災地では８年間の平均NDVIとその後のNDVIを比較すると大きな変化が
見られる。2011年は１年中NDVI値が低く変化も少ないため耕作を行っていな事が予測される。しかし、
2012年は７月から９月までのNDVIは0.7と高い値を示している。また、10月にはNDVI値が急に低くなっ
ている様子から人間の手入れによる影響であると考えられる。
３．今後の課題
　本研究では高解像度衛星データを用いて被災地の抽出を行い、低解像度衛星（MODIS）を用いてNDVI
によるモニタリングを行った。被災地における時系列NDVI解析結果では、被災直後（2011年）耕作を行っ
ていない地域が2012年は人間の手入れによる植生の変化が見られた。低解像度衛星のみでは耕作を行っ
ているかどうかははっきりわからないが人間の手入れによるプロファイルの変化を捉えることが出来た。
今後の課題としては現地調査と高解像度衛星解析を行い復興の様子を正確に捉える必要がある。
課題番号 P2012-3
研究課題 半乾燥地におけるリモートセンシングデータを用いた劣化草地の抽出
研究者（所属） 関山絢子（東京大学生産技術研究所）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Extraction of degraded grasslands using remote sensing data in semi-arid area
（Abstract）
Degradation of Mongolian grasslands has led to the signiﬁcant loss of livestock in the 2010 winter 
disasters（so-called dzud in Mongolia）, with losses of around 8.5 million. Since grasslands spread 
over an extensive area in Mongolia, remote sensing, backed up by ground survey, is a promising 
means for monitoring these lands, and it is impossible to retrieve more detailed plant information 
such as the plant structure. In this study, we obtained ground-based BRFs from in-situ Mongolian 
grassland plants by spectrum measurements. The characteristics of the BRDF were analyzed by 
adopting the semi-empirical kernel-driven（RossThick-Roujean）model. In order to analyze the 
characteristics of BRDF, multi-directional reﬂectance spectra were measured by sensor ﬁver attached 
device in Mongolian grasslands. The BRDF model parameters for each measurement object（i.e., fiso, 
fvol, fgeo）were calculated, using semi-empirical model. The relationship between these BRDF model 
parameters and various vegetation indices. As results, The two vegetation type of Aneurolepidium 
chinense dominant type and Stipa krylovii dominant type was classified by DVIgeo（Difference 
Vegetation Index）. Next, the plant height with Aneurolepidium chinense dominant type and Stipa 
krylovii  dominant type was found that good correlation with the NNGDIvol（r² = 0.447 **）and RVIiso（r² 
=0.506*）respectively.
（概要）
遊牧による畜産業が基幹産業であるモンゴルにおいて、寒害（ゾド）による家畜大量餓死の被害が頻発
している。ゾド被害は草地劣化がその助長要因であると言われていることから、草地劣化地域の分布を時
空間的に把握することは重要である。モンゴルにおいて、家畜の嗜好性が高い単子葉のイネ科植物が繁茂
する良質な牧草地と比較して、草地劣化が進行した地域にはヨモギのような広葉植物が優占している。し
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たがって、植生の３次元構造を抽出し、牧草の質的評価を行うことで草地劣化域分布を把握する必要があ
る。本研究では、植生モニタリングに多用されている光学センサのスペクトルメータを利用し、モンゴル
草地において多方向反射スペクトル計測を行った。収集したスペクトルデータから植物の３次元構造に依
存しているBRDFモデルパラメータ（iso, vol, geo）を求め、植生情報との関連を調査した。
　その結果、DVIgeo（Diﬀerence Vegetation Index）により、植生タイプとして羊草（Aneurolepidium 
chinense dominant）群生タイプおよび、シュエ（Stipa krylovii dominant）パッチタイプに分類するこ
とができた。さらに、羊草群生タイプにおいては草丈とNNGDIvol（Normalized Near InfraRed to Green 
Diﬀerence Index）の間に相関が認められた（R² = 0.447**）。また、シュエパッチタイプにおいては草丈
とRVIiso（Ratio Vegetation Index）との間に相関関係が認められた（R² = 0.506*）ことから、BRDFモ
デルパラメータと植生指数を用いることで、羊草やシュエのような植生タイプや草丈に関する分類の可能
性が示された。今後、家畜の嗜好性を基にした植生タイプの分類手法を向上させ、衛星データによるモン
ゴル草地における草地劣化地域抽出や、地域別の家畜牧養力の推定を行う予定である。
2.2.4.　研究会
課題番号 P2012　研究会
研究課題 次世代衛星検討研究会
研究者（所属） 樋口篤志（CEReS）
担当教員 樋口篤志・本多嘉明・本郷千春・入江仁士（CEReS）
（Title）Next-generation satellite study party
（Abstract）
　We needs to discuss the synthesis for next generation satellite observation system, thus we plan 
to carry out the domestic Workshop as a discussion field. In fact, we carried out Workshop on the 
“Possibilities and problems for the estimation of food production with maximal utilize of satellite 
observation” in 3 and 4 September 2012 in CEReS, Chiba University. Participants were 30 in this WS 
with invited speakers who were export for each research ﬁelds. We could share the current overall 
status through this WS. More detail and summary of WS was report in CEReS Newsletter（September 
2012）and annual report of CEReS for FY2012（written in Japanese）.
（概要）
研究会発起人らは次世代衛星のあり方に対する議論の場をも持つ必要性を感じ、国内研究会を実施す
るため、本申請を行った。実際にはある目的に特化して議論を行った方が有益である、との判断から、
2012年９月３－４日に「衛星観測を最大限に活用した食糧収量推定の可能性および問題点」に関する
ワークショップをCEReSで開催した。参加者は講演依頼をした方を含み30名であり、ワークショップを
通じ上記課題に関する包括的な状況を共有することが出来た。本WSの要約および総合討論の取り纏めは
CEReS Newsletter2012年９月号、および2012年度年報第８章（センターの行事）に報告した。
